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令和７年度独立行政法人国立公文書館年度目標 

 

 

政策体系における法人の位置付け及び役割 

(1) 独立行政法人国立公文書館に求められる使命 

公文書等は、健全な民主主義の根幹を支える国民共有の知的資源であり、公文

書等の適切な保存及び利用は、行政運営の適正かつ効率的な推進にとどまらず、

現在及び将来の国民に対する説明責任を果たし、我が国の歴史・文化及び学術に

係る研究等の振興並びに国民のアイデンティティ形成にも寄与するものである。 

独立行政法人国立公文書館（以下「館」という。）は、かかる国家の基本的な

責務を担う機関であり、公文書等の管理に関する法律（平成 21 年法律第 66 号。

以下「公文書管理法」という。）及び国立公文書館法（平成 11 年法律第 79 号）

に基づき、歴史公文書等の受入れ、保存、利用等の業務を行っている。 

 

(2) 館の現状と課題 

館はこれまで、我が国の歴史公文書等の保存及び利用の拠点として、さらに歴

史公文書等の保存及び利用に関する知見を蓄積する拠点として重要な役割を果た

してきた。人材面でも、40人以上の認証アーキビストを擁し、蓄積した専門的知

見を基に、国の行政機関や地方公共団体等に対して、助言、情報提供、研修等を

実施している。 

また、館は「公文書管理の適正の確保のための取組について」（平成 30年７月

20日行政文書の管理の在り方等に関する閣僚会議決定。以下「閣僚会議決定」と

いう。）を踏まえ、館が主催する研修の充実強化や、実効性あるチェックを行う

ための体制強化、さらに、館の専門職員を内閣府に派遣し、各府省の取組状況の

確認を支援するなどの取組を行うとともに、歴史公文書等の保存・利用を推進す

る観点から、文書管理の専門家の育成のため、その中核としての役割を担うアー

キビストの認証を行っている。 

さらに、政府における公文書管理制度の見直し等が進む中、公文書管理の充実

に向けて館の知見を発揮するとともに、令和 11年度末の新たな国立公文書館の開

館に向けた機能・役割の拡大のため、館の業務プロセスそのものも見直すことが

求められており、トップマネジメントの下、その期待や重責に応える体制基盤の

整備が必要である。 

 

(3) 館を取り巻く環境の変化 

「新たな国立公文書館建設に関する基本計画」（平成 30 年３月 30 日内閣府特

命担当大臣決定）が策定され、新たな国立公文書館について、国が必要とする歴

史公文書等の利用・保存、展示・学習・調査研究支援等の機能を担い、また我が

国の公文書館全体の中核機能を担う「Center for Archives」となるよう、「機能」
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と「体制」の充実・強化を図ることが求められている。 

また、国においては、デジタル時代の公文書管理の実現等に向けた制度見直し

やシステムの構築、行政文書の移管・廃棄に関する範囲や業務運用の見直し、行

政文書の管理を担う中核人材の育成・確保の取組等が検討されている。こうした

取組が公文書管理の充実に確実につながるものとなるよう、館に蓄積されている

専門的技術的知見を発揮することが求められている。 

館は、機能・役割の拡大に向けて変化する環境の中、トップマネジメントの下、

適切な対応が求められている。 

 

 

１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

「独立行政法人の目標の策定に関する指針」（平成 26年９月２日総務大臣決定）

に基づく「一定の事業等のまとまり」については、以下の(1)～(3)及び(4)の２つ

とする。 

(1) 行政文書等の管理に関する適切な措置 

ⅰ） 公文書管理法及び各種ガイドライン等、歴史公文書等に関する各種基準等

の内閣府その他の行政機関における運用及び改善に関し、公文書管理法及び

国立公文書館法に基づき、専門的知見に基づく調査分析や助言等の支援を行

うこと。特に、公文書管理委員会での議論を踏まえて政府が行う、移管文書

の範囲や移管・廃棄基準の明確化等に関する業務見直しのための議論に積極

的に参画し、必要な助言を行うこと。 

ⅱ） 閣僚会議決定を踏まえ、派遣に必要な公文書管理の専門的知識を持つ人材

を確保し、内閣府における各府省の公文書管理の取組状況の確認を支援する

こと。また、各府省ＣＲＯ室の機能が強化できるよう、内閣府と連携して、

積極的な対話を実施すること。その際、対話を通じて、公文書の作成から保

存及び利用に至るまでの業務に関し、館及び各府省ＣＲＯ室が一層理解を深

めること。 

ⅲ） 行政機関、独立行政法人等における歴史公文書等の選別等に係る適切な判

断を支援するため、必要に応じて専門的技術的助言を行うこと。また、デジ

タル技術も活用して、効率的な助言の実施を進めること。 

ⅳ） 内閣総理大臣からの委任に基づく実地調査を適切に行うこと。 

ⅴ） 国立公文書館法第 11 条に基づく中間書庫業務について、引き続き必要な

施設を確保しつつ適切に実施すること。 

 

【重要度：高】 

保存期間満了時の措置（移管又は廃棄）の適否及び廃棄協議の際の廃棄の

適否に関する専門的技術的助言は、歴史公文書等の移管及び行政文書ファイ

ル等の廃棄を確実・円滑に進める上で重要な役割を果たすものであるため。 
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【困難度：高】 

国における公文書管理制度の検討や各府省の公文書管理の取組等について、

館に蓄積された知見を最大限活用し、専門的技術的助言により内閣府を始め

各行政機関を的確に支援することが求められるため。 

 

【指標】 

・歴史公文書等の選別等に係る専門的技術的助言：行政機関が設定する行政

文書ファイル等の保存期間満了時の措置（レコードスケジュール）の確認：

年間 350万件以上（保存期間３年以下の行政文書ファイル等で廃棄協議時に

保存期間満了時の措置の適正性を確認するものを含む。） 

 

(2) 歴史公文書等の保存及び利用その他の措置 

① 保存に関する適切な措置 

ア 受入れに関する措置 

ⅰ） 公文書管理法に基づき、行政機関、独立行政法人等からの歴史公文書

等及び新たに移管されることとなる官報の受入れを適切かつ速やかに実

施すること。 

ⅱ） 司法府からの歴史公文書等の受入れを適切に実施し、また移管対象文

書の拡大に向けた検討に協力するとともに、立法府からの歴史公文書等

の受入れに向けて、専門的知見を活かした助言等により内閣府の支援を

行うこと。 

ⅲ） 民間に所在する歴史公文書等の寄贈・寄託の受入れを実施するととも

に、その推進を図ること等により、歴史資料等の積極的な収集を行うこ

と。 

ⅳ） 受け入れた歴史公文書等について、原則１年以内に一般の利用に供す

るまでの作業を確実に終了すること。 

 

【重要度：高】 

歴史公文書等の受入れについては、移管元機関等と協議・調整の上、受入

れ後１年以内に、計画的かつ確実に国民の利用に供するための措置を講ずる

必要があるため。 

 

【指標】 

・歴史公文書等の受入れ後、１年以内の排架：達成率 100% 

 

イ 保存に関する措置 

ⅰ） 特定歴史公文書等の保存について、永久保存義務に鑑み、必要な施設
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を確保しつつ適切に実施するとともに、「特定歴史公文書等の保存対策

方針」（平成 27 年５月 27 日国立公文書館長決定）に基づき、計画的な

修復の実施等、適切な保存のために必要な措置を講ずること。 

ⅱ） 「電子公文書等の移管・保存・利用システム」を適切かつ効率的に運

用し、電子媒体の歴史公文書等の受入れ、保存及び利用を確実に実施す

ること。また、電子公文書等の長期保存フォーマットを含む、長期保存

のための必要な調査検討を進めること。 

  くわえて、行政文書の管理のための新たな情報システムの検討に積極

的に参画すること。 

ⅲ） 館の保存する特定歴史公文書等について、利用状況及び破損又は汚損

を生ずるおそれにより、原本の利用を制限する必要性も考慮しつつ、当

該年度の「複製物作成計画」を作成の上公表し、順次、国民の利用に供

するよう複製物の作成を行うこと。 

 

【指標】 

・著しく破損した資料の修復（重修復）：400冊以上  

・機械（リーフキャスティング）を利用した修復：1,200枚以上 

 

② 利用に関する適切な措置 

ア 利用の請求に関する措置 

ⅰ） レファレンスサービスの充実を図るとともに、電子メールの活用等

により、引き続き、請求の利便性を高め、国民の利用請求に、円滑か

つ適切に対応すること。 

ⅱ） 要審査文書（特定歴史公文書等のうち、利用制限情報が含まれてい

る可能性があり、利用に供するに当たり新たに審査が必要な簿冊）の

利用請求については、適切な期限を設定し、当該期限内に審査を行い、

利用に供すること。 

ⅲ） 利用請求に備えた要審査文書の積極的な審査に取り組むとともに、

必要に応じて、時の経過を踏まえつつ、既に審査を終えた文書の利用

制限区分の見直しも適切に行うこと。 

ⅳ） 公文書管理法に基づき利用の制限等に対する審査請求があった場合

で、同法第 21条第４項に基づき公文書管理委員会への諮問が必要なと

きは、適切に対応すること。 

 

【指標】 

・30日以内の利用決定（大量請求を除く。）：80%以上 

 

イ 利用の促進に関する措置 
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ⅰ） 国の重要な歴史公文書等を紹介する常設展のほか、時宜を得た国民的

関心のある魅力的で質の高い展示を複数回行うとともに、遠方の利用者

の利便も図るため、デジタル展示や館外展、貸出しを積極的に行うこと。 

  新たな国立公文書館における展示機能を充実させるため、新館を見据

えた展示会を行うことともに、関係機関との連携や外部の意見の反映等

を通じて、更なる魅力向上に努めること。 

ⅱ） 館の保存する特定歴史公文書等を広く一般の利用に供するため、イン

ターネットにより所蔵資料を検索し、閲覧できるデジタルアーカイブを

推進すること。 

また、利用者の利便性向上を図るとともに、利用者の声を踏まえ、デ

ジタルアーカイブの充実を図ること。さらに、令和８年度からの次期デ

ジタルアーカイブ等システムの運用開始に向けて、適切に取り組むこと。 

ⅲ） 各種見学の受入れ等利用者層の拡大に向けた取組を行うとともに、児

童・生徒等には公文書等に触れる機会を通じて、我が国の歴史に親しみ

学べる場を提供するとともに、学習コンテンツの制作を行うこと。 

また、利用者の利便性を高めるため、土曜日の閲覧業務や土日祝日に

おける展示等を適切に実施すること。 

さらに、ＳＮＳの活用や地方公共団体との連携等による国内外への積

極的な情報発信を通じて公文書館等に対する理解や関心を高めること。 

 

【重要度：高】 

展示やデジタルアーカイブ等を通じて国民が歴史公文書等に触れる機会を

数多く設けることは、国民の歴史公文書等への関心を高めることにつながり、

館への理解や利用者層の拡大を図る上でも重要であるため。 

 

【指標】 

・展示会入場者数：40,000人以上 

・デジタル展示ページビュー数：120万ページビュー以上 

・デジタル化：新規提供コマ数 95万コマ以上 

・デジタルアーカイブの総ページビュー数：950万ページビュー以上  

 

③ 連携協力、調査研究、国際的な公文書館活動への参加・貢献 

ア 地方公共団体、関係機関との連携協力 

ⅰ） 国、独立行政法人等、地方公共団体等の関係機関と、歴史公文書等の

保存及び利用の推進のため情報共有や技術的協力等の連携協力を図るこ

と。 

また、地方公共団体等の関係機関における文書管理の取組の促進に係

る内閣府の取組の支援を行うこと。 
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ⅱ） 公文書館法（昭和 62 年法律第 115 号）第７条及び国立公文書館法第

11条第３項第１号に基づき、地方公共団体からの求めに応じて、公文書

館の運営に関する技術上の指導又は助言を行うこと。 

また、甚大な自然災害に伴う水損等による公文書等の被害への助言、

デジタルアーカイブ化の推進等の助言や情報提供を行うこと。 

 

【指標】 

・指導・助言等の求めがあった場合の対応：100％ 

  （参考指標：全国の公文書館等との横断検索により連携された機関数（令

和５年度末：27機関）） 

 

イ 調査研究 

歴史公文書等について専門的な調査研究を行い、利用者サービスの 

質の向上等につなげるとともに、その成果を公表することにより広く国

民の利用に供すること。 

 

【指標】 

（参考指標：歴史公文書等の保存及び利用に関する調査研究成果の情報発

信数（令和５年度：５件）） 

 

ウ 国際的な公文書館活動への参加・貢献 

ⅰ） 館が国際社会における我が国の地位にふさわしい形でその役割を果た

すため、国際会議等へ積極的に参画するとともに、諸外国の公文書館等

との相互協力等を推進すること。 

ⅱ） 諸外国の先進事例等の収集を行うとともに、得られた成果等を国内関

係機関等に広く発信・提供すること。 

 

【指標】 

・発表を行った国際会議等の数：２回以上 

 

(3) 研修の実施その他の人材の養成に関する措置 

ⅰ） 歴史公文書等の保存及び利用に関し、公文書管理法及び各種ガイドライ

ン等、歴史公文書等に関する各種基準等の運用、改善等を踏まえ、以下の研

修を効果的に実施すること。また、オンラインを含め受講しやすい環境を整

備するとともに、対象機関のニーズなどを踏まえ、研修教材・研修手法の一

層の充実を図ること。 

・国の機関、地方公共団体等における文書の保存・利用機関の職員を対象に、 

歴史資料として重要な公文書等の保存及び利用に係る知識等を習得させるた
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めに必要な研修。 

・行政機関、独立行政法人等の職員に対し、当該職員の職責に応じた公文書

管理の重要性に関する意識啓発を行い、歴史公文書等の適切な保存及び移管

を確保するために必要な知識及び技能を習得させ、並びに向上させるために

必要な研修。 

ⅱ） 国、独立行政法人等及び地方公共団体その他外部の機関において行われる

研修会等に対し、講師派遣等の支援を行うこと。 

ⅲ） 認証アーキビストの認証及び更新を適切に実施すること。また、准認証ア

ーキビストの認定を適切に実施すること。さらに、内閣府や関係機関と連携

し、引き続き学習機会の充実や普及啓発を図ること。 

 

【重要度：高】 

研修の実施等は、歴史公文書等の適切な保存及び利用を確保する上で重要

な役割を果たすものであり、必要に応じ研修内容・研修手法等を見直しつつ、

効果的に実施する必要がある。また、アーキビストの認証に係る業務は公文

書管理の専門的知識を持つ人材を確保し、国民共有の知的資源である公文書

等の適正な管理に資するために重要な取組であるため。 

 

【困難度：高】 

歴史公文書等を扱う者に対し、効果的な研修を実施するためには、研修内

容・研修手法等について内閣府や関係機関等との専門的かつ高度な連携・調

整等を行うことが求められるため。また、認証アーキビスト及び准認証アー

キビストについて、その信頼性及び専門性を確保するためには、慎重な審査

を行う必要があるため。 

 

【指標】 

・研修の受講者の満足度（「満足」・「ほぼ満足」）：90％以上（オンライ

ン形式を含む。） 

（参考指標：認証アーキビストの認証者数（計 355 名（令和７年１月１日現

在））及び准認証アーキビストの認定者数（計 176 名（令和７年１月１日

現在））） 

 

(4) アジア歴史資料センターにおける事業の推進 

アジア歴史資料センターの業務については、「アジア歴史資料整備事業の推

進について」（平成 11年 11月 30日閣議決定）に基づき、引き続き、我が国と

アジア近隣諸国等との間の歴史に関し我が国が保管する資料につき、国民一般

及び関係諸国民の利用を容易にするとともに、これら諸国との相互理解の促進

に資するものとなるよう適切に推進すること。 
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ⅰ） 上記の考え方に基づき、引き続きデータベース構築作業等の業務の効率化

に努めつつ、戦後期資料も含め、国内外の多様な利用者のニーズをよりよく

反映した情報の提供を行い、利用者層の拡大を図ること。 

また、データベースの利用に係る利便性の向上のため、外部の意見を聴取

した上で、その結果を可能なものから反映させること。 

ⅱ） 関係機関とのリンクによる資料提供機能の拡充を図るとともに、コンテン

ツの充実を図るほか、アジア歴史資料に係る多角的な情報発信と連携した効

果的な広報を展開し、そのプレゼンスを高めること。 

 

【重要度：高】 

アジア歴史資料整備事業において、アジア歴史資料データベースにおいて

公開するアジア歴史資料の範囲を戦後期まで拡大することは、我が国が実施

するべき施策を実現するための事業として重要であるため。 

 

【指標】 

・データベース検索のページビュー数：540万ページビュー以上 

・受入れから１年以内公開達成率（戦後期資料に関する画像を含む。）：100% 

・公開データの解読補正作業：2,000件以上 

 

 

２ 業務運営の効率化に関する事項 

(1) 公文書管理法に基づき、館に求められる役割や業務に適切かつ効率的に対応

するとともに、国立国会図書館等との連携、外部委託や賃金職員の活用、ＤＸ

による省人化を踏まえた業務の見直しの検討等による事務事業の効率化及び合

理化について、不断の見直し、改善を進めること。 

(2) 一般管理費（人件費を除く。）及び事業費の総額（外部書庫に係る経費及び

新規に追加されたものを除く。）について、前年度比２％以上を削減すること。 

(3) 給与水準について、国家公務員の給与水準も十分考慮し、引き続き適正な水

準を確保すること。 

(4) 公正かつ透明な調達手続による適切で、迅速かつ効果的な調達を実現する観

点から、館が策定した「調達等合理化計画」に基づく取組を着実に実施すると

ともに、競争性のない随意契約の見直しを更に徹底し、一般競争入札等（競争

入札及び企画競争・公募をいい、競争性のない随意契約を除く。）についても

真に競争性が確保されているか点検・検証することにより、契約の適正化を推

進すること。 

(5) 政府の情報セキュリティ対策における方針を踏まえ、適切な情報セキュリテ

ィ対策を推進すること。 

(6)「情報システムの整備及び管理の基本的な方針」（令和３年 12月 24日デジタ
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ル大臣決定）にのっとり、情報システムの適切な整備及び管理を行うこと。 

 

 

３ 財務内容の改善に関する事項 

(1) 「２ 業務運営の効率化に関する事項」で定めた事項について配慮した年度予

算を作成し、当該予算による運営を行うこと。また、物販の更なる促進及び所

蔵する公文書資料等を活用した新たな収入増加の方策の検討を行い、事業収入

の増加に引き続き取り組むこと。 

(2) 保有資産の見直し等については、「独立行政法人の保有資産の不要認定に係

る基本的視点について」（平成 26年９月２日付け総管査第 263号総務省行政管

理局通知）に基づき、保有の必要性を不断に見直し、保有の必要性が認められ

ないものについては、不要財産として国庫納付等を行うこととする。 

 

【指標】 

・事業収入（写しの交付及び友の会収入を除く有償頒布等）：450万円以上 

 

 

４ その他業務運営に関する重要事項 

(1) 体制の整備 

公文書管理法及び国立公文書館法に基づき、歴史公文書等の適切な保存及び

利用に向けて、業務の質の向上及び効率的遂行が図られるよう、公文書管理法

の施行実績を踏まえ、新館に向けた諸課題への対応等を適切に行う上で必要な

体制の整備に取り組むこと。 

(2) 新たな国立公文書館の建設等を踏まえた取組 

国の「新国立公文書館展示基本計画」（令和６年３月 26日内閣府特命担当大

臣決定）等を踏まえ、新館開館に向けた展示設計等の検討や取組を進めるとと

もに、内閣府が行う新館の運営の在り方の検討に積極的に協力すること。 

  また、新館に向けてデジタル技術の活用を推進し、利用手続のオンライン化

等の検討を行うこと。 

(3) 内部統制の適切な実施 

国立公文書館法又は他の法令に適合することなど業務の適正を確保するとと

もに、監査等のモニタリングの実施を徹底し、適正な法人文書管理に取り組む

こととし、決裁手続についても適正に行い、内部統制を適切に実施すること。 

(4) 職場環境の整備 

職員の超過勤務時間の削減、休暇取得やワークライフバランスの推進、男性

の育児休業の取得促進等職場環境の整備・構築を図ること。また、テレワーク

を始めとする働き方改革の推進に取り組むこと。 

(5) 館の職員の育成 
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職員を館及び国内外の公文書館その他の機関が実施する研修等に積極的に参

加させ、資質の向上を図るなど人材育成を進めるとともに、新館の開館を見据

え、トップマネジメントの下、人材の確保及び育成に関する方針に基づく取組

を実施すること。 

(6) 女性活躍の推進 

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律(平成 27 年法律第 64 号)に

基づく一般事業主行動計画の着実な実行を通じ、女性職員の積極的な採用、キ

ャリア形成支援を含む人材育成及び登用を計画的に推進するとともに、地方も

含めた公文書館等における女性活躍の推進に資するよう、館における女性活躍

の取組や女性の活躍事例等について、積極的に情報発信すること。 

(7) 温室効果ガスの排出の削減 

温室効果ガス削減のための取組を実施すること。 
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令和７年度独立行政法人国立公文書館事業計画  

 

独立行政法人国立公文書館（以下｢館｣という。）は、独立行政法人通則法（平成11年

法律第103号）第35条の10第１項の規定に基づき、内閣総理大臣からの令和７年度におけ

る業務運営に関する年度目標の指示を受けて、当該年度目標を達成するための計画（以

下「事業計画」という。）を以下のとおり定める。 

令和７年度においては、館に求められる使命を踏まえ、公文書等の管理に関する法律

（平成21年法律第66号。以下「公文書管理法」という。）や年度目標で与えられた任務

を、ガイドラインその他の決定にのっとって適切にかつ着実に遂行するとともに、館が

蓄積する専門的技術的知見を発揮し、政府における公文書管理制度の見直し等に協力す

る。また、館の現状と課題を踏まえ、「公文書管理の適正の確保のための取組について」

（平成30年７月20日行政文書の管理の在り方等に関する閣僚会議決定。以下「閣僚会議

決定」という。）に掲げられた施策の推進に係る行政機関の取組を引き続き支援すると

ともに、我が国における歴史公文書等の保存・利用を推進する観点から、文書管理の専

門家の育成のため、その中核としての役割を担うアーキビストの認証を令和２年度から

実施しているところ、アーキビスト認証の取組をより一層推進するため令和６年度から

実施している准認証アーキビストの認定も引き続き行う。さらに、館を取り巻く環境の

変化を踏まえ、トップマネジメントの下、国民本位の新たな国立公文書館の令和11年度

末の開館に向け、「新たな国立公文書館建設に関する基本計画」（平成30年３月30日内

閣府特命担当大臣決定）等を念頭に、国が必要とする歴史公文書等の利用・保存、展示・

学習・調査研究支援等の機能を担い、また、我が国の公文書館全体の中核機能を担う

「Center for Archives」となるよう、「機能」とそのために必要な「体制」の充実・強

化を図る。 

また、業務の実施に当たっては、館の活動に対する国内外のより広範な理解を得られ

るよう積極的な情報発信に努めるとともに、政府及び社会のデジタル化の流れを踏まえ、

業務の効率化と質の向上を図る。 

 

１．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置 

(1) 行政文書等の管理に関する適切な措置 

ⅰ）公文書管理法、各種ガイドライン等、歴史公文書等に関する各種基準等の内閣府

その他の行政機関における運用及び改善に関し、公文書管理法及び国立公文書館法

（平成 11 年法律第 79 号）に基づき、専門的知見に基づく調査分析や助言等の支援

を行う。特に、公文書管理委員会での議論を踏まえて政府が行う、移管文書の範囲

や移管・廃棄基準の明確化等に関する業務見直しのための議論に積極的に参画し、

必要な助言を行う。 

ⅱ）閣僚会議決定を踏まえ、派遣に必要な公文書管理の専門的知識を持つ人材を確保

し、内閣府における各府省の公文書管理の取組状況の確認を支援する。また、各府

省ＣＲＯ室の機能が強化できるよう、内閣府と連携して、積極的な対話を実施する。

その際、対話を通じて、公文書の作成から保存及び利用に至るまでの業務に関し、
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館及び各府省ＣＲＯ室が一層理解を深める。 

ⅲ）行政機関、独立行政法人等における歴史公文書等の選別等に係る適切な判断を支

援するため、必要に応じて専門的技術的助言を行う。また、デジタル技術も活用し

て、効率的な助言の実施を進める。 

ⅳ）内閣総理大臣からの委任に基づく実地調査を適切に行う。 

ⅴ）国立公文書館法第 11 条第１項第２号及び同条第３項第２号に基づく中間書庫業

務について、引き続き必要な施設を確保しつつ適切に実施する。 

 

数値目標：歴史公文書等の選別等に係る専門的技術的助言 

行政機関が設定する行政文書ファイル等の保存期間満了時の措置（レコー

ドスケジュール）の確認を年間 350 万件以上実施（保存期間３年以下の行

政文書ファイル等で廃棄協議時に保存期間満了時の措置の適正性を確認す

るものを含む。） 

 

(2) 歴史公文書等の保存及び利用その他の措置 

① 保存に関する適切な措置 

ア 受入れに関する措置 

ⅰ）公文書管理法に基づき、行政機関、独立行政法人等からの歴史公文書等及び

新たに移管されることとなる官報の受入れを適切かつ速やかに実施する。 

ⅱ）司法府からの歴史公文書等の受入れを適切に実施し、また移管対象文書の拡

大に向けた検討に協力するとともに、立法府からの歴史公文書等の受入れに向

けて、専門的知見を活かした助言等により内閣府の支援を行う。 

ⅲ）民間に所在する歴史公文書等の寄贈・寄託の受入れを実施するとともに、そ

の推進を図ること等により、歴史資料等の積極的な収集を行う。 

ⅳ）受け入れた歴史公文書等について、原則１年以内に一般の利用に供するまで

の作業を確実に終了する。 

 

数値目標：歴史公文書等の受入れ後、１年以内の排架 達成率 100% 

 

イ 保存に関する措置 

ⅰ）特定歴史公文書等の保存について、永久保存義務に鑑み、必要な施設を確保

しつつ適切に実施するとともに、「特定歴史公文書等の保存対策方針」（平成 27

年５月 27 日国立公文書館長決定）に基づき、計画的な修復の実施等、適切な保

存のために必要な措置を講ずる。  

ⅱ）「電子公文書等の移管・保存・利用システム」を適切かつ効率的に運用し、電

子媒体の歴史公文書等の受入れ、保存及び利用を確実に実施する。また、電子

公文書等の長期保存フォーマットを含む、長期保存のための必要な調査検討を

進める。   

くわえて、行政文書の管理のための新たな情報システムの検討に積極的に参

画する。 
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ⅲ）館の保存する特定歴史公文書等について、利用状況及び破損又は汚損を生ず

るおそれにより、原本の利用を制限する必要性も考慮しつつ、令和７年度の「複

製物作成計画」を作成の上公表し、順次、国民の利用に供するよう複製物の作

成を行う。 

 

数値目標：著しく破損した資料の修復（重修復） 400 冊以上実施 

機械（リーフキャスティング）を利用した修復 1,200 枚以上実施 

 

② 利用に関する適切な措置 

ア 利用の請求に関する措置 

ⅰ）レファレンスサービスの充実を図るとともに、電子メールの活用等により、

引き続き、請求の利便性を高め、国民の利用請求に、円滑かつ適切に対応する。 

ⅱ）要審査文書（特定歴史公文書等のうち、利用制限情報が含まれている可能性

があり、利用に供するに当たり新たに審査が必要な簿冊）の利用請求について

は、適切な期限を設定し、当該期限内に審査を行い、利用に供する。 

ⅲ）利用請求に備えた要審査文書の積極的な審査に取り組むとともに、必要に応

じて、時の経過を踏まえつつ、既に審査を終えた文書の利用制限区分の見直し

も適切に行う。 

ⅳ）公文書管理法に基づき利用の制限等に対する審査請求があった場合で、同法

第 21 条第４項に基づき公文書管理委員会への諮問が必要なときは、適切に対

応する。 

 

数値目標：30 日以内の利用決定（大量請求を除く。） 80%以上実施 

 

イ 利用の促進に関する措置 

ⅰ） 国の重要な歴史公文書等を紹介する常設展のほか、時宜を得た国民的関心の

ある魅力的で質の高い展示を複数回行うとともに、遠方の利用者の利便も図る

ため、デジタル展示や館外展、貸出しを積極的に行う。 

新たな国立公文書館における展示機能を充実させるため、新館を見据えた展

示会を行うとともに、関係機関との連携や外部の意見の反映等を通じて、更な

る魅力向上に努める。 

ⅱ） 館の保存する特定歴史公文書等を広く一般の利用に供するため、インターネ

ットにより所蔵資料を検索し、閲覧できるデジタルアーカイブを推進する。 

  また、利用者の利便性向上を図るとともに、利用者の声を踏まえ、デジタル

アーカイブの充実を図る。さらに、令和８年度からの次期デジタルアーカイブ

等システムの運用開始に向けて、適切に取り組む。 

ⅲ） 各種見学の受入れ等利用者層の拡大に向けた取組を行うとともに、児童・生

徒等には公文書等に触れる機会を通じて、我が国の歴史に親しみ学べる場を提

供するとともに、学習コンテンツの制作を行う。 

また、利用者の利便性を高めるため、土曜日の閲覧業務や土日祝日における
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展示等を適切に実施する。 

さらに、ＳＮＳの活用や地方公共団体との連携等による国内外への積極的な

情報発信を通じて公文書館等に対する理解や関心を高める。 

 

数値目標：展示会入場者数 40,000 人以上 

デジタル展示ページビュー数 120 万ページビュー以上 

デジタル化 新規提供コマ数 95 万コマ以上提供 

デジタルアーカイブの総ページビュー数 950 万ページビュー以上 

 

③ 連携協力、調査研究、国際的な公文書館活動への参加・貢献 

ア 地方公共団体、関係機関との連携協力 

ⅰ）国、独立行政法人等、地方公共団体等の関係機関と、歴史公文書等の保存及

び利用の推進のため情報共有や技術的協力等の連携協力を図る。 

また、地方公共団体等の関係機関における文書管理の取組の促進に係る内閣

府の取組の支援を行う。 

ⅱ）公文書館法（昭和 62 年法律第 115 号）第７条及び国立公文書館法第 11 条第

３項第１号に基づき、地方公共団体からの求めに応じて、公文書館の運営に関

する技術上の指導又は助言を行う。 

また、甚大な自然災害に伴う水損等による公文書等の被害への助言、デジタ

ルアーカイブ化の推進等の助言、情報提供を行う。 

 

数値目標：指導・助言等の求めがあった場合の対応 100% 

（参考指標：全国の公文書館等との横断検索により連携された機関数 

（令和５年度末：27 機関）） 

 

イ 調査研究 

歴史公文書等について専門的な調査研究を行い、利用者サービスの質の向上等に

つなげるとともに、その成果を公表することにより広く国民の利用に供する。 

 

（参考指標：歴史公文書等の保存及び利用に関する調査研究成果の情報発信数 

（令和５年度：５件）） 

 

ウ 国際的な公文書館活動への参加・貢献 

ⅰ）館が国際社会における我が国の地位にふさわしい形でその役割を果たすため、

国際会議等へ積極的に参画するとともに、諸外国の公文書館等との相互協力等

を推進する。 

ⅱ）諸外国の先進事例等の収集を行うとともに、得られた成果等を国内関係機関

等に広く発信・提供する。 

 

数値目標：発表を行った国際会議等の数 ２回以上 
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(3) 研修の実施その他の人材の養成に関する措置 

ⅰ）歴史公文書等の保存及び利用に関し、公文書管理法、各種ガイドライン等、歴史

公文書等に関する各種基準等の運用、改善等を踏まえ、以下の研修を効果的に実施

する。また、オンラインを含め受講しやすい環境を整備するとともに、対象機関の

ニーズなどを踏まえ、研修教材・研修手法の一層の充実を図る。 

・ 国の機関、地方公共団体等における文書の保存・利用機関の職員を対象に、歴史

資料として重要な公文書等の保存及び利用に係る知識等を習得させるために必要

な研修。 

・ 行政機関、独立行政法人等の職員に対し、当該職員の職責に応じた公文書管理の

重要性に関する意識啓発を行い、歴史公文書等の適切な保存及び移管を確保する

ために必要な知識及び技能を習得させ、並びに向上させるために必要な研修。 

ⅱ）国、独立行政法人等及び地方公共団体その他外部の機関において行われる研修会

等に対し、講師派遣等の支援を行う。 

ⅲ）認証アーキビストの認証及び更新を適切に実施する。また、准認証アーキビスト

の認定を適切に実施する。さらに、内閣府や関係機関と連携し、引き続き学習機会

の充実や普及啓発を図る。 

 

数値目標：研修の受講者の満足度（「満足」・「ほぼ満足」） 90％以上（オンライン形

式を含む。） 

（参考指標：認証アーキビストの認証者数（計 355 名（令和７年１月１日現

在））及び准認証アーキビストの認定者数（計 176 名（令和７年１月１日現

在））） 

 

(4) アジア歴史資料センターにおける事業の推進 

アジア歴史資料センターの業務については、「アジア歴史資料整備事業の推進につ

いて」（平成 11 年 11 月 30 日閣議決定）に基づき、引き続き、我が国とアジア近隣諸

国等との間の歴史に関し我が国が保管する資料につき、国民一般及び関係諸国民の利

用を容易にするとともに、これら諸国との相互理解の促進に資するものとなるよう適

切に推進する。 

ⅰ）上記の考え方に基づき、引き続きデータベース構築作業等の業務の効率化に努め

つつ、戦後期資料も含め、国内外の多様な利用者のニーズをよりよく反映した情報

の提供を行い、利用者層の拡大を図る。 

また、データベースの利用に係る利便性の向上のため、外部の意見を聴取した上

で、その結果を可能なものから反映させる。 

ⅱ）関係機関とのリンクによる資料提供機能の拡充を図るとともに、コンテンツの充

実を図るほか、アジア歴史資料に係る多角的な情報発信と連携した効果的な広報を

展開し、そのプレゼンスを高める。 

 

数値目標：データベース検索のページビュー数 540 万ページビュー以上 
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受入れから 1 年以内公開達成率（戦後期資料に関する画像を含む。） 100% 

公開データの解読補正作業 2,000 件以上実施 

 

２．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置事項 

(1) 公文書管理法に基づき、館に求められる役割や業務に適切かつ効率的に対応すると

ともに、国立国会図書館等との連携、外部委託や賃金職員の活用、ＤＸによる省人化

を踏まえた業務の見直しの検討等による事務事業の効率化及び合理化について、不断

の見直し、改善を進める。 

(2) 一般管理費（人件費を除く。）及び事業費の総額（外部書庫に係る経費及び新規に追

加されたものを除く。）について、前年度比２％以上を削減する。 

(3) 給与水準について、国家公務員の給与水準も十分考慮し、引き続き適正な水準を確

保する。 

(4) 公正かつ透明な調達手続による適切で、迅速かつ効果的な調達を実現する観点から、

館が策定した「調達等合理化計画」に基づく取組を着実に実施するとともに、競争性

のない随意契約の見直しを更に徹底し、一般競争入札等（競争入札及び企画競争・公

募をいい、競争性のない随意契約を除く。）についても真に競争性が確保されているか

点検・検証することにより、契約の適正化を推進する。 

(5) 政府の情報セキュリティ対策における方針を踏まえ、適切な情報セキュリティ対策

を推進する。 

(6) デジタル庁が策定した「情報システムの整備及び管理の基本的な方針」（令和３年

12 月 24 日デジタル大臣決定）にのっとり、情報システムの適切な整備及び管理を行

う。 

 

３．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

別紙のとおり。 

なお、物販の更なる促進及び所蔵する公文書資料等を活用した新たな収入増加の方

策の検討を行い、事業収入の増加に引き続き取り組む。 

 

数値目標：事業収入（写しの交付及び友の会収入を除く有償頒布等） 450 万円以上 

 

４．短期借入金の限度額 

短期借入金の限度額は、１億円とし、運営費交付金の資金の出入に時間差が生じた

場合、不測の事態が生じた場合等に充てるために用いるものとする。 

 

５．不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処

分に関する計画 

その見込みはない。 

 

６．５に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、

その計画 
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その見込みはない。 

 

７．その他内閣府令等で定める業務運営に関する事項 

(1) 内閣府令で定める業務運営に関する事項 

① 施設・整備に関する計画 

令和４年３月に策定した「独立行政法人国立公文書館インフラ長寿命化計画（行

動計画）」及び個別施設計画を踏まえ整備を適宜行う。 

② 人事に関する計画 

職員を館及び国内外の公文書館を含むその他機関が実施する研修等に積極的に参

加させ、知識・スキルの向上を図る等人材育成を進めるとともに、新館の開館を見

据え、トップマネジメントの下、人材の確保及び育成に関する方針に基づく取組を

実施する。 

③ 年度目標期間を超える債務負担 

年度目標期間中の館の業務を効率的に実施するために締結した契約について、年

度目標期間を超える債務を負担する。 

④ 事業年度終了時の積立金の使途 

国立公文書館法第12条第１項の規定に基づき、内閣総理大臣の承認を受けた金額

は、同法第11条第１項に規定する業務の運営の使途に充てることとする。 

 

(2) 年度目標で定めるその他業務運営に関する重要事項 

① 体制の整備  

公文書管理法及び国立公文書館法に基づき、歴史公文書等の適切な保存及び利用

に向けて、業務の質の向上及び効率的遂行が図られるよう、公文書管理法の施行実

績を踏まえ、新館に向けた諸課題への対応等を適切に行う上で必要な体制の整備に

取り組む。 

② 新たな国立公文書館の建設等を踏まえた取組 

国の「新国立公文書館展示基本計画」（令和６年３月 26 日内閣府特命担当大臣決

定）等を踏まえ、新館開館に向けた展示設計等の検討や取組を進めるとともに、内

閣府が行う新館の運営の在り方の検討に積極的に協力する。 

また、新館に向けてデジタル技術の活用を推進し、利用手続のオンライン化等の

検討を行う。 

③ 内部統制の適切な実施 

国立公文書館法又は他の法令に適合することなど業務の適正を確保するとともに、

監査等のモニタリングの実施を徹底し、適正な法人文書管理に取り組むこととし、

決裁手続についても適正に行い、内部統制を適切に実施する。 

④ 職場環境の整備 

職員の超過勤務時間の削減、休暇取得やワークライフバランスの推進、男性の育

児休業の取得促進等職場環境の整備・構築を図る。また、テレワークを始めとする

働き方改革の推進に取り組む。 

⑤ 女性活躍の推進 
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女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成27年法律第64号）に基づ

く一般事業主行動計画の着実な実行を通じ、女性職員の積極的な採用、キャリア形

成支援を含む人材育成及び登用を計画的に推進するとともに、地方も含めた公文書

館等における女性活躍の推進に資するよう、館における女性活躍の取組や女性の活

躍事例等について、積極的に情報発信する。 

⑥ 温室効果ガスの排出の削減 

温室効果ガス削減のための取組を実施する。 
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（別 紙） 

事 業 計 画 予 算 

 

令 和 7 事 業 年 度 

 

（国立公文書館）  （単位：百万円） 

区 別 
公文書等保存

利 用 経 費 

アジア歴史 

資 料 情 報 

提供事業費 

法 人 共 通 合 計 

 

収  入 

 運営費交付金 

 機能強化補助金 

 事業収入 

 事業外収入 

 

 計 

 

 

 

1,873  

24 

25  

0  

 

 1,922  

 

 

236  

0 

0  

0  

 

  236  

 

 

599  

0 

0  

0  

 

599 

 

 

2,708  

24 

 25  

0  

 

 2,757  

 

支  出 

 業務経費 

  うち公文書等保存利用経費 

うち機能強化事業費 

  うちアジア歴史資料情報提供事業費 

一般管理費 

 人件費 

 

 計 

 

 

 

1,187  

 1,163  

24 

0  

0  

 735  

 

1,922 

 

 

 204  

0 

0  

204  

0  

32  

 

236  

 

 

0  

0  

0 

0  

405 

194  

 

599  

 

 

1,390  

1,163 

24  

204  

405  

961  

 

2,757  

（注）四捨五入の関係で合計等は必ずしも一致しない。 

 

［人件費の見積り］ 

  令和 7 年度 791 百万円を支出する。 

  但し、上記の金額は、役員報酬（非常勤役員給与を除く。）並びに職員基本給、

職員諸手当及び超過勤務手当に相当する範囲の費用である。 

  

［運営費交付金の算定ルール］ 

運営費交付金＝（前年度業務経費＋前年度一般管理費－特殊要因）×効率化係数

×消費者物価指数×政策係数－自己収入＋人件費 
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業務経費＝公文書等保存利用経費＋アジア歴史資料情報提供事業費 

自己収入＝事業収入＋事業外収入 

人件費＝前年度予算額＋特殊要因（退職手当等） 

 

予算額計算の前提条件 

１ 効率化係数を 0.98 とする。 

２ 消費者物価指数を 1.00 とする。 

３ 政策係数を 1.103665 とする。 
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収  支  計  画 

 

令 和 7 事 業 年 度 

 

（国立公文書館）   （単位：百万円） 

区    別 
公文書等保存 

利 用 経 費 

アジア歴史 

資 料 情 報 

提供事業費 

法 人 共 通 合 計 

 

費用の部 

経常費用 

  公文書等保存利用経費 

機能強化事業費 

  アジア歴史資料情報提供事業費 

  一般管理費 

  人件費 

  賞与引当金繰入 

  退職給付引当金繰入 

  減価償却費 

 財務費用 

 

収益の部 

 運営費交付金収益 

 機能強化補助金収益 

 賞与引当金見返に係る収益 

 退職給付引当金見返に係る収益 

 事業収入 

 事業外収入 

 資産見返負債戻入 

 

純利益 

目的積立金取崩額 

総利益 

 

 

2,041  

2,040  

1,162 

24  

0  

 0  

664  

85  

△6  

111  

1  

 

2,041  

1,802  

24  

85  

△6  

25  

0  

111  

 

0  

0  

0 

 

243  

243  

0  

0 

204  

0  

27  

5  

△1  

8  

 0  

 

243  

231  

0  

5  

△1  

0  

0  

8  

 

0  

0  

 0  

 

682  

678  

0 

0  

0  

 402  

124  

4  

68  

80  

 4  

 

682  

529  

0  

4  

68  

0  

0  

80  

 

0  

0  

0 

 

 2,966  

2,962  

1,162  

24 

204  

402  

815  

95  

61  

199  

4  

 

2,966  

2,562  

24  

95  

61  

25  

0  

199  

 

0  

0  

0  

（注）四捨五入の関係で合計等は必ずしも一致しない。 
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資  金  計  画 

 

令 和 7 事 業 年 度 

 

（国立公文書館）   （単位：百万円） 

区    別 
公文書等保存 

利 用 経 費 

アジア歴史 

資 料 情 報 

提供事業費 

法 人 共 通 合 計 

 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 翌年度への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

機能強化補助金による収入 

  事業収入 

  事業外収入 

 投資活動による収入 

 

 財務活動による収入 

 前年度よりの繰越金 

 

 

1,922  

1,908  

0  

13  

0  

 

1,922  

1,922  

1,873  

24  

25  

0  

0  

 

0  

0  

 

236  

236  

0  

0  

0  

 

236  

236  

236  

0  

0  

0  

 0  

 

0  

0  

 

 

599  

537  

0  

62  

0  

 

599  

599  

599  

0  

0  

0  

0  

 

0  

0  

 

 

2,757  

2,681  

0  

76  

0  

 

2,757  

2,757  

2,708  

24  

25  

0  

0  

 

0  

0  

（注）四捨五入の関係で合計等は必ずしも一致しない。 
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令和6年度まで満
了件数

令和7年度満了件
数

令和8年度以降満
了件数

内閣官房 3,712 94 686 2,932 225 6 225 終了

3,521 108 190 3,223 作業中

内閣法制局 419 0 9 410 0 0 0 終了

253 0 2 251 作業中

原子力防災会議 0 0 0 0 0 0 0 終了

0 0 0 0 作業中

人事院 3,357 0 191 3,166 86 59 86 終了

0 0 0 0 作業中

内閣府 5,796 1,039 2,671 2,086 857 122 857 終了

20,903 3 531 20,369 作業中

宮内庁 13,350 0 1,970 11,380 20 20 20 終了

8 0 6 2 作業中

公正取引委員会 380 351 29 0 25 3 25 終了

7,438 0 299 7,139 作業中

警察庁 89,087 30,268 27,012 31,807 532 221 532 終了

91,282 0 5,357 85,925 作業中

個人情報保護委員会 236 0 11 225 16 5 16 終了

3 0 0 3 作業中

カジノ管理委員会 377 0 9 368 16 2 16 終了

0 0 0 0 作業中

金融庁 1,157 0 175 982 2 0 2 終了

9,077 0 17 9,060 作業中

消費者庁 4,054 545 687 2,822 198 121 200 終了

1,935 0 0 1,935 作業中

こども家庭庁 3,022 28 402 2,592 484 219 484 終了

1,404 0 560 844 作業中

デジタル庁 1,318 0 193 1,125 69 25 69 終了

552 1 0 551 作業中

復興庁 1,828 224 198 1,406 151 68 152 終了

124 0 9 115 作業中

総務省 2,162 380 1,713 69 94 23 98 終了

49,060 3,374 6,582 39,104 作業中

公害等調整委員会 523 148 54 321 25 6 25 終了

155 1 2 152 作業中

消防庁 788 74 50 664 122 65 122 終了

1,047 84 129 834 作業中

法務省 459,541 24,971 66,479 368,091 1,186 49 1,235 終了

116,712 339 1,870 114,503 作業中

公安審査委員会 52 0 18 34 1 0 1 終了

0 0 0 0 作業中

公安調査庁 5,906 0 598 5,308 65 6 65 終了

0 0 0 0 作業中

検察庁 56,549 3 16,948 39,598 756 502 862 終了

19 0 6 13 作業中

出入国在留管理庁 13,880 0 4,480 9,400 154 6 154 終了

0 0 0 0 作業中

外務省 40,518 20,730 14,968 4,820 216 26 216 終了

6,845 198 403 6,244 作業中

財務省 176,673 5,713 83,249 87,711 249 0 249 終了

141,992 9,825 11,684 120,483 作業中

国税庁 354,949 1,622 352,753 574 12 0 12 終了

378,657 455 3,093 375,109 作業中

文部科学省 5,783 5,432 350 1 733 219 733 終了

36,211 0 9,952 26,259 作業中

厚生労働省 146,127 15,710 28,316 102,101 158 0 642 終了

410,041 5,359 20,762 383,920 作業中

中央労働委員会 256 10 33 213 0 0 0 終了

415 2 124 289 作業中

農林水産省 36,173 28,546 6,838 789 336 52 315 終了

266,147 576 45,701 219,870 作業中

経済産業省 20,957 9 4,209 16,739 3,652 3,051 3,672 終了

386 0 0 386 作業中

資源エネルギー庁 2,339 42 329 1,968 771 694 790 終了

3 3 0 0 作業中

特許庁 1,324 0 119 1,205 137 126 138 終了

レコードスケジュールの確認実施状況（令和7年度）

行政機関名 件数 照会数 修正数 文書内容等確認数 進捗状況

（件数の内）
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令和6年度まで満
了件数

令和7年度満了件
数

令和8年度以降満
了件数

レコードスケジュールの確認実施状況（令和7年度）

行政機関名 件数 照会数 修正数 文書内容等確認数 進捗状況

（件数の内）

0 0 0 0 作業中

中小企業庁 990 0 516 474 204 193 213 終了

0 0 0 0 作業中

国土交通省 559,179 109,773 75,286 374,120 560 465 575 終了

637,297 6,546 58,897 571,854 作業中

運輸安全委員会 2,504 48 49 2,407 9 2 9 終了

0 0 0 0 作業中

観光庁 1,572 209 255 1,108 45 41 45 終了

300 31 36 233 作業中

気象庁 20,471 2,723 4,298 13,450 5 5 5 終了

209 17 110 82 作業中

海上保安庁 3,962 1 2,175 1,786 9 8 9 終了

83,358 1,019 10,879 71,460 作業中

環境省 24,115 5,708 1,769 16,638 815 156 815 終了

25,908 1,849 4,349 19,710 作業中

原子力規制委員会 9,734 1,129 3,917 4,688 1,221 782 1,222 終了

57,087 0 1,127 55,960 作業中

防衛省 1,435,240 540,682 242,054 652,504 3,930 965 3,930 終了

1,316,969 195,994 222,700 898,275 作業中

防衛装備庁 5,193 2,540 2,612 41 294 222 294 終了

35,227 0 4,199 31,028 作業中

小計 7,216,098 1,024,536 1,358,254 4,833,308 18,440 8,535 19,130

会計検査院 7,075 52 7,023 0 3 0 3 終了

3,920 0 0 3,920 作業中

小計 10,995 52 7,023 0 3 0 3

合計 7,227,093 1,024,588 1,365,277 4,833,308 18,443 8,535 19,133

3,522,628 798,804 955,701 1,768,123 終了

3,704,465 225,784 409,576 3,069,105 作業中

RS確認終了 作業中

合計 3,522,628 3,704,465

うち、令和6年度まで満了 798,804 225,784

うち、令和7年度満了 955,701 409,576

うち、令和8年度以降満了 1,768,123 3,069,105

１）　行政文書ファイル等保存期間満了時の措置について、各行政機関からの求めに基づき助言した。

　　　なお、令和4年度以前は各行政機関から内閣府へ報告されたレコードスケジュール付与状況について、内閣府からの依頼に基づき確認を実施しており、合算している。

２）　修正数は、保存期間満了時の措置の変更等の意見（例：移管が適当である）を付し、行政機関へ修正を依頼した件数である。

３）　文書内容等確認数は、各行政機関への照会等を通じて明らかとなった文書の内容や保存期間満了時の措置の設定理由などについて確認した件数である。

４）　警察庁の確認実施件数は、国家公安委員会の確認実施件数を含む。

５）　文部科学省の確認実施件数は、文化庁・スポーツ庁の確認実施件数を含む。

６）　農林水産省の確認実施件数は、林野庁・水産庁の確認実施件数を含む。

（内訳）
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不同意 協議対象外

内閣官房 1,775 0 0

内閣法制局 109 0 0

原子力防災会議 8 0 0

人事院 5,308 0 0

内閣府 8,246 0 0

宮内庁 3,530 0 0

公正取引委員会 1,142 0 0

警察庁 47,270 0 0

個人情報保護委員会 358 0 0

カジノ管理委員会 97 0 0

金融庁 2,376 0 0

消費者庁 775 0 0

こども家庭庁 1,526 0 0

デジタル庁 229 0 0

復興庁 1,136 0 0

総務省 10,927 0 0

公害等調整委員会 63 0 0

消防庁 361 0 0

法務省 104,433 0 0

公安審査委員会 22 0 0

公安調査庁 3,850 0 0

検察庁 23,278 0 0

外務省 16,880 0 0

財務省 7,139 0 0

国税庁 357,489 0 0

文部科学省 1,841 0 0

厚生労働省 339,909 0 0

中央労働委員会 0 0 0

農林水産省 79,512 0 0

経済産業省 14,001 0 0

資源エネルギー庁 0 0 0

特許庁 986 0 0

中小企業庁 1,050 0 0

国土交通省 201,278 0 0

運輸安全委員会 1,109 0 0

観光庁 453 0 0

内閣府の依頼に基づく廃棄に係る協議に関する助言実施状況（令和7年度）

行政機関名 助言実施件数
（助言実施件数の内）
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不同意 協議対象外

内閣府の依頼に基づく廃棄に係る協議に関する助言実施状況（令和7年度）

行政機関名 助言実施件数
（助言実施件数の内）

気象庁 14,149 0 0

海上保安庁 32,822 0 0

環境省 6,587 0 0

原子力規制委員会 1,449 0 0

防衛省 1,011,268 0 0

防衛装備庁 6,037 0 0

合計 2,310,778 0 0

１）　各行政機関の長から内閣総理大臣への公文書管理法第８条第２項に基づく廃棄の同意に係る協議について、

　　内閣府からの助言の求めに基づき、廃棄の適否に関する助言を実施した。

２）　助言実施件数は、令和７年度に助言を実施した行政文書ファイル等の件数である。

３）　会計検査院は、廃棄協議が不要であることから、本表には含まれていない。

４）　警察庁の助言実施件数は、国家公安委員会の助言実施件数を含む。

５）　法務省の助言実施件数は、出入国在留管理庁の助言実施件数を含む。

６）　文部科学省の助言実施件数は、文化庁・スポーツ庁の助言実施件数を含む。

７）　農林水産省の助言実施件数は、林野庁・水産庁の助言実施件数を含む。
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（単位：冊）

内閣官房 106 19 0 0 87

内閣法制局 3,812 247 90 487 3,962

人事院 696 8 0 0 688

内閣府 10,038 41 0 353 10,350

消費者庁 287 6 6 436 711

総務省 93 10 0 0 83

法務省 27 0 0 196 223

出入国在留
管理庁

57 3 0 0 54

文部科学省 128 0 0 0 128

厚生労働省 68 11 0 0 57

合計 15,312 345 96 1,472 16,343

中間書庫受託文書保存状況一覧

令和８年３月末現在

行政機関名 令和６年度末冊数
令和６年度保存期間
満了分移管

廃棄分等返却 新規受託 令和７年度末冊数
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令和８年３月末現在

区    分

特定歴史公文書等の所蔵冊数 1,325,377 冊 479,500 冊 冊

目録の公表冊数※１ 1,303,266 冊 479,500 冊 冊

デジタルアーカイブ提供冊数※２ 124,691 冊 378,524 冊 冊

（コマ数）※３

（デジタル率）

1,782,766

※１ 令和7年11月に受け入れた恩給裁定原書等19,914冊、令和7年10月に受け入れた法人文書（26法人
分）276冊、令和７年10月に受け入れた官報62冊、令和７年9月及び令和8年3月に受け入れた寄贈・寄託文
書524冊、令和7年12月に受け入れた裁判文書1,335冊、合計22,111冊については、それぞれ受入れから１
年以内に一般利用への提供を開始する予定である。
※２ 電子公文書公表冊数を含む。
※３ 令和８年３月末現在、デジタルアーカイブで提供している画像データ等の合計数（アジア歴史資料セン
ター提供分約５００万コマを含む）。

503,215

1,665.6万コマ 2,371.9万コマ 4,037.5万コマ

9.4% 78.9% 27.9%

特定歴史公文書等の現況

行政文書等 内閣文庫等 合    計

1,804,877
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（注１） 令和7年度

207 1,447 885 957 1,084 16,950

299 336 324 348 270 9,068

361 324 294 344 555 16,909

15 54 125 255 225 747

479 690 1,053 673 （注２） 1,406 202,571

161 145 368 102 161 3,361

314 234 116 146 509 5,882

519 285 285 189 375 6,189

101 255 734 372 190 2,141

0 13 28 25 66

35 184 219

0 0 0 9 43 54

0 0 0 0 1 1

19,900 16,848 21,541 18,554 20,539 （注３） 184,758

消 防 庁 20 21 95 35 40 362

公害等調整委員会 17 74 73 17 13 889

393 428 309 550 464 33,545

公 安 審 査 委 員 会 0 0 0 0 2 2

出入国在留管理庁 98 133 42 98 408 809

公 安 調 査 庁 234 53 16 9 10 3,186

検 察 庁 23 69 34 65 158 377

（注５） 135,371
907 815 1,857 2,475 （注４） 1,159 109,063

国 税 庁 12 388 178 100 52 1,045

1,450 1,130 738 1,919 9,366 64,808

ス ポ ー ツ 庁 73 62 82 392 143 946

文 化 庁 157 110 0 231 36 3,779

中 央 労 働 委 員 会 14 22 10 168 216 7,442

669 813 809 1,089 1,025 42,119

林 野 庁 3,858 1,621 809 1,984 1,374 16,895

水 産 庁 82 290 186 97 114 1,514

970 1,401 936 1,308 2,814 29,051

資 源 エ ネ ル ギ ー 庁 96 202 211 128 443 3,334

特 許 庁 78 47 126 118 170 1,434

中 小 企 業 庁 36 99 83 139 258 1,413

観 光 庁 39 39 16 40 169 334

気 象 庁 3,190 3,400 3,098 4,213 2,758 23,033

運 輸 安 全 委 員 会 23 70 29 33 37 465

海 上 保 安 庁 15 4 149 23 257 547

1,729 1,515 1,258 542 1,411 27,357

原子力規制委員会 842 1,556 3,180 281 54 6,987

1,421 1,229 3,046 2,181 1,806 31,842

防 衛 装 備 庁 1,497 14 2,012 24 40 3,757

60 156 80 153 74 2,047

42,718 43,432 47,582 43,779 52,632 1,224,743

7 128 96 127 262 18,317

国 立 公 文 書 館 0 25 19 3 14 （注７） 6,192

（注８） 36,624

1,480 2,729 1,006 1,350 1,335 26,482

71 72 484 356 300 2,119

62 62

314 7 525 3,273 524 9,967

0 0 （注９) 5 1 0 1,249

44,590 46,393 49,717 48,889 55,129 1,325,755

（注１） ： 総務省恩給原書、法人文書、裁判文書、官報、寄贈寄託については令和７年度下半期に受入れたもの。令和８年３月末時点では目録未公表。
（注２） ： 原子力防災会議分3冊を含む。
（注３） ： 恩給裁定原書を含む。
（注４） ： うち、電子公文書93冊については、令和7年8月末に目録公表したもの。
（注５） ： 平成14年度に財務省の閉鎖機関関係文書として受入れたもの。
（注６） ： 令和５年３月に厚生労働省から移管された援護局文書（2,502冊）を含む。

（注８） ： 旧総理府と旧文部省の申合せに基づき、平成12年度から22年度まで移管。
（注９） ： 内訳は軍法会議関係文書３冊、刑事参考記録２冊となっている。

（注７） ： 国立公文書館が独立行政法人化する以前に受け入れた寄贈・寄託文書3,715冊含む。なお、令和7年度に枢密院事務関係文書（寄託）326冊を寄託契約満了に伴い
            返却したことにより、寄贈・寄託所蔵冊数は、13,356冊となる。

内 閣 官 房

内 閣 法 制 局

―

―

― ― ― ―

――

― ――

―

――

――

―

―

人 事 院

復 興 庁

内 閣 府

各府省等別歴史公文書等の受入れ等冊数

令和８年３月末現在

府省名 累　　計令和5年度 令和6年度令和3年度 令和4年度

公 正 取 引 委 員 会

警 察 庁

金 融 庁

消 費 者 庁

デ ジ タ ル 庁

こ ど も 家 庭 庁

個 人 情 報 保 護 委 員 会

カ ジ ノ 管 理 委 員 会

総 務 省

法 務 省

財 務 省

文 部 科 学 省

厚 生 労 働 省

農 林 水 産 省

経 済 産 業 省

国 土 交 通 省

環 境 省

防 衛 省

会 計 検 査 院

宮 内 庁

小 計

昭和46年度～令和7年度

合        計

裁 判 文 書

最 高 裁 判 所

官 報

寄 贈 ・ 寄 託

軍 法 会 議 関 係 文 書 ・
刑 事 参 考 記 録

独 立 行 政 法 人 等

民 事 判 決 原 本

22,905

130,568

1,526 649 610 426 525 67,641

833 6,404 1,772 2,929（注６) 1,669
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内閣官房 1,084 冊 993 冊 91 冊

内閣法制局 270 冊 270 冊 0 冊

原子力防災会議 3 冊 3 冊 0 冊

人事院 555 冊 540 冊 15 冊

内閣府 1,403 冊 1,240 冊 163 冊

公正取引委員会 161 冊 143 冊 18 冊

警察庁 509 冊 446 冊 63 冊

個人情報保護委員会 43 冊 21 冊 22 冊

カジノ管理委員会 1 冊 0 冊 1 冊

金融庁 375 冊 227 冊 148 冊

消費者庁 190 冊 159 冊 31 冊

こども家庭庁 184 冊 118 冊 66 冊

デジタル庁 25 冊 11 冊 14 冊

復興庁 225 冊 161 冊 64 冊

総務省 625 冊 378 冊 247 冊

公害等調整委員会 13 冊 9 冊 4 冊

消防庁 40 冊 7 冊 33 冊

法務省 464 冊 387 冊 77 冊

公安審査委員会 2 冊 1 冊 1 冊

検察庁 158 冊 119 冊 39 冊

出入国在留管理庁 408 冊 400 冊 8 冊

公安調査庁 10 冊 8 冊 2 冊

財務省 1,066 冊 959 冊 107 冊

国税庁 52 冊 26 冊 26 冊

文部科学省 9,366 冊 9,307 冊 59 冊

スポーツ庁 143 冊 116 冊 27 冊

文化庁 36 冊 30 冊 6 冊

厚生労働省 1,669 冊 1,535 冊 134 冊

中央労働委員会 216 冊 209 冊 7 冊

農林水産省 1,025 冊 776 冊 249 冊

林野庁 1,374 冊 1,197 冊 177 冊

水産庁 114 冊 53 冊 61 冊

経済産業省 2,814 冊 2,505 冊 309 冊

資源エネルギー庁 443 冊 397 冊 46 冊

特許庁 170 冊 159 冊 11 冊

中小企業庁 258 冊 174 冊 84 冊

国土交通省 525 冊 486 冊 39 冊

運輸安全委員会 37 冊 32 冊 5 冊

観光庁 169 冊 146 冊 23 冊

気象庁 2,758 冊 2,705 冊 53 冊

海上保安庁 257 冊 257 冊 0 冊

環境省 1,411 冊 1,352 冊 59 冊

原子力規制委員会 54 冊 37 冊 17 冊

防衛省 1,806 冊 1,616 冊 190 冊

防衛装備庁 40 冊 37 冊 3 冊

会計検査院 74 冊 67 冊 7 冊

小計 32,625 冊 29,819 冊 2,806 冊

最高裁判所 300 冊 295 冊 5 冊

小計 300 冊 295 冊 5 冊

寄贈 3,187 冊 3,187 冊 0 冊

寄託 0 冊 0 冊 0 冊

小計 3,187 冊 3,187 冊 0 冊

36,112 冊 33,301 冊 2,811 冊

行政機関等

司法行政文書

寄贈・寄託文書

合計

　歴史公文書等の目録公表冊数（令和7年度）

令和８年３月公表分（令和７年３月から４月受入れ）

目録公表冊数
内訳

紙媒体 電子媒体
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総務省（恩給裁定原書） 17,898 冊 17,898 冊 0 冊

財務省（電子） 93 冊 0 冊 93 冊

小計 17,991 冊 17,898 冊 93 冊

独立行政法人国立公文書
館

3 冊 3 冊 0 冊

国立研究開発法人量子科
学技術研究開発機構

1 冊 0 冊 1 冊

独立行政法人教職員支援
機構

26 冊 26 冊 0 冊

独立行政法人日本学術振
興会

4 冊 4 冊 0 冊

独立行政法人日本スポー
ツ振興センター

16 冊 16 冊 0 冊

独立行政法人日本芸術文
化振興会

7 冊 7 冊 0 冊

独立行政法人国立高等専
門学校機構

6 冊 4 冊 2 冊

独立行政法人医薬品医療
機器総合機構

25 冊 13 冊 12 冊

国立研究開発法人産業技
術総合研究所

2 冊 1 冊 1 冊

独立行政法人情報処理推
進機構

1 冊 0 冊 1 冊

独立行政法人鉄道建設・
運輸施設整備支援機構

2 冊 2 冊 0 冊

独立行政法人都市再生機
構

8 冊 8 冊 0 冊

独立行政法人住宅金融支
援機構

1 冊 1 冊 0 冊

国立大学法人埼玉大学 1 冊 0 冊 1 冊

国立大学法人横浜国立大
学

3 冊 3 冊 0 冊

国立大学法人上越教育大
学

2 冊 2 冊 0 冊

国立大学法人福井大学 1 冊 0 冊 1 冊

国立大学法人愛知教育大
学

20 冊 20 冊 0 冊

国立大学法人岡山大学 1 冊 1 冊 0 冊

小計 130 冊 111 冊 19 冊

最高裁判所 1,350 冊 1,350 冊 0 冊

小計 1,350 冊 1,350 冊 0 冊

法務省 0 冊 0 冊 0 冊

小計 0 冊 0 冊 0 冊

法務省 1 冊 1 冊 0 冊

小計 1 冊 1 冊 0 冊

寄贈 10 冊 10 冊 0 冊

寄託 0 冊 0 冊 0 冊

小計 10 冊 10 冊 0 冊

19,482 冊 19,370 冊 112 冊

55,594 冊

合計

令和7年度　目録公表冊数

行政機関等

独立行政法人等

裁判文書

軍法会議関係文書

刑事参考記録

寄贈・寄託文書

令和７年８月公表分（令和６年９月以降受入れ）

目録公表冊数
内訳

紙媒体 電子媒体
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令和８年３月末現在

区分 資料群名 冊数 寄贈寄託年月・寄贈寄託者

1 寄贈　 楠田實旧蔵文書 3,301 令和２年（2020）３月（114冊）、及び７年（2025）３月（3187冊）、旧蔵者（和田純氏）より寄贈

2 寄贈　 藤田稔旧蔵文書 1 令和３年（2021）３月、御遺族より寄贈

3 寄贈　 村丸徳一旧蔵文書 17 令和３年（2021）８月、御遺族より寄贈

4 寄贈　 飯島稔旧蔵文書 1 令和３年（2021）８月、御遺族より寄贈

5 寄贈　
一般社団法人全国樺
太連盟旧蔵文書

296 令和３年（2021）11月、一般社団法人全国樺太連盟より寄贈

6 寄贈　 有田八郎関係文書 1 令和４年（2022）８月、旧蔵者（入山白翁氏）の御遺族より寄贈

7 寄贈　 飯田家旧蔵文書 6 令和５年（2023）３月、御遺族より寄贈

8 寄贈　 戸井田盛蔵関係文書 2 令和５年（2023）９月、御遺族より寄贈

9 寄贈　 畑正吉旧蔵文書 89 令和６年（2024）２月、御遺族より寄贈

10 寄贈　 畑正夫旧蔵文書 434 令和６年（2024）２月、御遺族より寄贈

11 寄贈
山川菊栄旧蔵労働省
婦人少年局文書

65 令和６年（2024）７月、山川菊栄記念会より寄贈

12 寄贈
捜索第50連隊復員関
係文書

2 令和６年（2024）７月、静岡市立北部図書館より寄贈

13 寄贈 大石眞旧蔵文書 7 令和７年（2025）１月、大石眞氏より寄贈

14 寄贈
吉田正春使節団関係
文書

3 令和７年（2025）１月、御子孫より寄贈

15 寄贈

福田康夫旧蔵イン
ターアクション・カウン
シル関係文書（追加
分）

30 令和８年（2026）３月、福田康夫氏より寄贈　※令和8年3月末時点では目録未公表

16 寄贈
母子健康手帳普及関
係文書

157 令和８年（2026）３月、福田貴代子氏より寄贈　※令和8年3月末時点では目録未公表

4,412

1 寄託　 上松徹所蔵文書 26
平成28年（2016）９月（９点）、平成29年（2017）11月（９点）及び令和３年（2021）３月（８
点）、所蔵者（上松徹氏）より寄託（令和４年（2022）11月、上記を統合して契約）

2 寄託　 神足勝記旧蔵文書 337 令和７年（2025）９月、御子孫より寄託　※令和8年3月末時点では目録未公表

363

4,775

寄贈・寄託文書一覧（過去5年）

計

計

総計
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国立公文書館利用状況総括表 　　

7年度月平均 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 7年度計

1 利用請求件数 （件） - 236 229 269 200 207 225 228 291 156 212 307 206 307 2,837

2 利用決定件数 （件） - 251 189 302 251 230 229 262 297 172 223 314 228 309 3,006

3 閲覧者数 （人） - 288 239 269 274 295 381 278 280 262 318 277 252 331 3,456

行政文書等 942 819 888 820 954 1,420 835 1,025 844 1,005 770 862 1,061 11,303

内閣文庫等 507 310 683 556 340 542 393 424 500 541 599 865 329 6,082

合計 1,449 1,129 1,571 1,376 1,294 1,962 1,228 1,449 1,344 1,546 1,369 1,727 1,390 17,385

5 ﾏｲｸﾛﾌｨﾙﾑ利用数 （巻） - 2 4 0 0 0 0 0 1 6 7 0 7 0 25

行政文書等 82 177 76 110 61 44 46 112 64 28 51 84 125 978

内閣文庫等 14 101 2 7 22 4 4 7 5 8 3 7 2 172

合計 96 278 78 117 83 48 50 119 69 36 54 91 127 1,150

行政文書等 1 0 3 0 1 0 1 1 0 0 0 0 0 6

内閣文庫等 1 0 0 0 2 1 1 5 1 1 3 1 0 15

合計 2 0 3 0 3 1 2 6 1 1 3 1 0 21

8 ﾏｲｸﾛﾌｨﾙﾑ等出力 （枚） - 14 38 0 0 0 0 0 0 110 0 0 15 0 163

9 ﾃﾞｼﾞﾀﾙｱｰｶｲﾌﾞ出力 （枚） - 107 57 6 72 102 201 153 45 4 24 109 319 194 1,286

10 レファレンス件数 （件） 112 82 130 135 107 127 107 110 125 94 80 124 125 1,346

行政文書等 1 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 4 1 8

内閣文庫等 4 0 1 0 12 2 13 13 3 0 0 0 0 44

合計 4 0 4 0 12 2 13 13 3 0 0 4 1 52

（機関） 機関数合計 0 1 0 1 1 3 4 0 0 0 1 1 12

企画展・常設展 - 0 913 3,046 692 0 539 2,957 4,859 4,277 2,684 2,503 1,581 24,051

特別展 - 4,563 2,516 0 2,113 10,184 3,348 0 0 0 0 0 4,107 26,831

館外展 - 0 0 0 0 0 0 520 688 0 0 0 0 1,208

つくば分館 - 13 9 17 418 1,052 12 9 4 6 2 9 22 1,573

合計 - 4,576 3,438 3,063 3,223 11,236 3,899 3,486 5,551 4,283 2,686 2,512 5,710 53,663

件数 11 7 7 17 15 23 9 13 12 6 6 10 8 133

人数 122 122 64 181 211 200 62 142 124 58 51 152 98 1,465

件数 1 0 0 1 1 5 0 1 0 0 0 2 1 11

人数 8 0 0 9 22 48 0 4 0 0 0 4 10 97

件数 12 7 7 18 16 28 9 14 12 6 6 12 9 144

人数 130 122 64 190 233 248 62 146 124 58 51 156 108 1,562

14 移管元機関等利用 （冊） - 40 36 50 22 41 12 52 45 35 15 38 69 60 475

トップ 22,195 20,339 22,652 22,698 24,327 31,233 21,255 20,831 21,408 19,728 19,901 18,579 23,385 266,336

総 177,165 165,069 199,174 199,785 193,616 209,716 150,047 190,197 167,172 161,823 165,564 160,783 163,029 2,125,975

トップ 56,206 56,049 66,560 59,116 58,104 57,013 53,544 56,704 55,224 56,770 55,523 50,567 55,594 680,768

総 798,533 752,086 959,328 875,314 772,907 776,279 710,913 814,006 752,920 795,871 848,138 814,251 778,398 9,650,411

16 デジタルカメラ等利用者数 （人） - 183 162 171 153 178 241 176 202 164 217 165 179 189 2,197

令和8年4月21日現在

区分

12 展示会入場者数

合計

※「３ 閲覧者数」等について、独立行政法人国立公文書館利用細則、附則の経過措置の規定に基づき「つくば分館で利用させた者」を含む。

（人）

13 見学者数 （件、人）

15 アクセス件数 （件）

11 館外貸出件数 （冊）

4 閲覧冊数 （冊）

6 写しの交付対象冊数

つくば分館

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｱｰｶｲ
ﾌﾞ

(冊)

7 特別複写等提供対象冊数 (冊)

-

本館
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行政文書等
月

資料群名
内閣官房 22 17 18 43 33 26 0 9 39 6 15 6 234
内閣法制局 1 22 1 0 12 0 0 3 7 2 4 7 59
＊内閣・総理府 97 76 82 80 126 80 117 139 76 66 102 100 1,141
人事院 0 0 1 1 2 0 0 0 1 2 0 0 7
復興庁 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1
内閣府 8 10 7 8 8 1 7 5 3 0 0 16 73
＊経済企画庁 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
＊沖縄開発庁 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
＊宮内庁 11 1 8 0 13 5 10 4 21 0 2 8 83
公正取引委員会 0 1 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 5
個人情報保護委員会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
警察庁 2 0 4 13 0 7 4 5 0 3 6 3 47
金融庁 1 0 0 2 3 0 0 2 0 0 7 0 15
消費者庁 6 0 0 0 0 5 1 2 0 0 0 0 14
総務省 1 2 1 2 1 12 2 5 1 3 10 4 44
＊総務庁 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
＊郵政省 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 2
＊自治省 0 0 2 0 5 0 1 0 3 0 4 2 17
公害等調整委員会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
＊公害等調整委員会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
消防庁 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
法務省 68 14 54 51 65 54 52 75 79 16 54 104 686
出入国在留管理庁 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
検察庁 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 3
公安調査庁 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1
財務省 64 34 42 14 7 50 28 10 29 14 20 24 336
＊大蔵省 9 3 4 0 0 0 6 6 0 3 3 2 36
国税庁 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
文部科学省 30 17 34 60 27 11 27 8 34 22 54 39 363
スポーツ庁 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
文化庁 2 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 3
＊文部省 45 90 106 31 104 66 70 22 96 54 51 57 792
＊科学技術庁 1 14 0 0 3 0 3 0 0 8 0 0 29
厚生労働省 211 305 180 159 244 206 235 151 177 164 155 193 2,380
＊厚生省 2 4 1 1 1 13 0 0 3 26 3 6 60
＊労働省 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1
中央労働委員会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 3
農林水産省 0 2 44 50 38 32 98 5 8 11 10 46 344
林野庁 0 0 1 4 0 0 0 0 0 0 0 0 5
水産庁 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
経済産業省 11 4 10 3 8 3 5 4 1 1 0 5 55
＊通商産業省 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
資源エネルギー庁 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
特許庁 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
中小企業庁 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
国土交通省 0 1 10 7 2 2 1 1 2 2 7 8 43
＊運輸省 144 169 157 204 285 226 166 207 236 221 224 224 2,463
＊建設省 42 45 31 98 380 33 92 63 66 76 101 58 1,085
観光庁 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
気象庁 5 4 4 17 4 0 0 0 0 2 0 0 36
運輸安全委員会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
海上保安庁 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 3
環境省 1 0 10 0 12 0 0 0 4 1 2 1 31
＊環境庁 8 0 0 0 0 0 0 0 7 0 5 0 20
原子力規制委員会 3 5 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 9
防衛省 21 25 7 99 30 0 78 59 110 32 13 64 538
防衛装備庁 0 2 0 0 3 0 0 2 0 6 0 0 13
会計検査院 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 2
司法行政文書 0 3 0 0 1 0 0 0 0 2 6 0 12
裁判文書 0 1 0 0 1 0 3 3 2 0 5 0 15
民事判決原本 0 0 0 2 0 3 3 0 0 0 5 3 16
刑事参考記録 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
軍法会議関係文書 0 9 0 1 0 0 0 29 5 3 1 68 116

資料群別閲覧冊数（令和７年度）

R07.4 5 6 7 8 9 10 11 12 R08.1 2 3 計
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行政文書等
月

資料群名

資料群別閲覧冊数（令和７年度）

R07.4 5 6 7 8 9 10 11 12 R08.1 2 3 計

国立公文書館 0 1 0 2 0 0 0 11 1 12 0 6 33
科学技術振興機構 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
農林水産消費安全技術センター 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
経済産業研究所 3 7 0 0 0 0 11 0 0 12 0 4 37
平和祈念事業特別基金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
情報処理推進機構 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
都市再生機構 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
和歌山大学 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
住宅金融支援機構 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
国際観光振興機構 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
鉄道建設・運輸施設整備支援機構 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
情報通信研究機構 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
日本中央競馬会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
富山大学 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
人間文化研究機構 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
土木研究所 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
宇宙航空研究開発機構 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
日本スポーツ振興センター 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
日本学術振興会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
国立高等専門学校機構 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 2
水産研究・教育機構 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
環境再生保全機構 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
筑波技術大学 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
高知大学 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
郵便貯金・簡易生命保険管理機構 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
家畜改良センター 3 0 0 0 0 0 0 12 0 0 0 0 15
医薬品医療機器総合機構 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
日本学生支援機構 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
産業技術総合研究所 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
横浜国立大学 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
沖縄科学技術大学院大学学園 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
年金積立金管理運用独立行政法人 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
合計 823 888 820 954 1,420 835 1,026 850 1,012 770 869 1,061 11,328

内閣文庫等
月

資料群名
和書 127 406 267 186 368 172 329 211 218 221 530 177 3,212
漢書 160 257 237 122 139 73 56 170 231 352 265 67 2,129
洋書 5 8 0 0 10 24 4 1 13 24 2 0 91
寄贈資料 16 4 47 29 25 120 33 118 79 2 64 74 611
寄託資料 2 8 5 3 0 4 2 0 0 0 4 11 39
合計 310 683 556 340 542 393 424 500 541 599 865 329 6,082

9 計10 11 12 R08.1 2 3R07.4 5 6 7 8
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（写しの交付）

種類　　　　　　　
月

R07.4 5 6 7 8 9 10 11 12 R08.1 2 3 合計

件 24 16 34 34 27 23 34 21 18 22 24 26 303

コマ 18,940 3,099 12,134 11,795 3,804 7,343 15,556 8,017 3,164 6,957 9,951 10,036 110,796

件 5 6 2 7 5 8 7 7 3 7 8 7 72

コマ 758 70 21 59 115 112 592 147 27 126 91 105 2,223

件 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 2

枚：注 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 6

合計 件 30 22 36 41 32 31 41 28 21 29 33 33 377

注：特定歴史公文書等（電磁的記録）をDVDに複写した場合の、媒体の枚数

（特別複写）

種類　　　　　　　
月

R07.4 5 6 7 8 9 10 11 12 R08.1 2 3 合計

件 4 1 5 5 2 4 5 3 1 4 6 5 45

コマ 49 3 83 20 4 24 18 7 19 60 115 73 475

件 0 0 0 0 1 0 4 0 0 2 0 0 7

コマ 0 0 0 0 1 0 32 0 0 9 0 0 42

合計 件 4 1 5 5 3 4 9 3 1 6 6 5 52

フィルムスキャニング

写しの交付・特別複写等種類別請求提供実績（令和７年度）

スキャニングによるもの

電子式複写

電磁的記録の写し

デジカメ撮影
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（冊）

移管元行政機関等名 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

内閣官房 0 3 15 2 4

内閣法制局 21 33 10 115 44

人事院 0 0 0 0 2

復興庁 0 0 0 5 0

内閣府 26 82 14 127 124

公正取引委員会 0 12 0 6 38

警察庁 0 0 1 71 0

金融庁 3 0 0 0 2

消費者庁 0 0 0 0 8

総務省 8 19 0 29 7

公害等調整委員会 3 0 5 0 0

法務省 42 43 33 36 24

出入国在留管理庁 0 0 0 0 2

財務省 17 40 2 24 85

国税庁 0 0 0 2 0

文部科学省 0 27 10 12 1

厚生労働省 26 1083 1232 104 54

農林水産省 0 0 6 2 1

経済産業省 12 5 5 6 17

特許庁 0 0 0 0 0

国土交通省 29 11 0 0 16

環境省 0 15 13 66 11

原子力規制委員会 4 5 6 4 25

防衛省 5 26 55 13 7

防衛装備庁 0 0 0 12 0

会計検査院 0 3 0 5 0

最高裁判所 3 87 1 0 3

合計 199 1494 1408 641 475

移管元行政機関等利用実績（令和７年度）
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閲覧室アンケート結果概要（令和７年度）

＜実施方法＞閲覧室に設置したアンケート用紙を回収 ＜期間＞令和７年４月１日～令和８年3月31日 ＜回答数＞５１件

１．選択肢中の上位回答（回答数に占める割合）

＜性別＞男性（66.7%），女性（33.3%），未記入（0.0%）
＜国籍＞日本（98.0%），日本以外（2.0%），未記入（0.0%）
＜職業＞学生（学部・大学院）（31.4%），教職（13.7%），

公文書館、資料館、図書館、博物館等の業務（7.8%）
＜来館目的＞学術上の調査研究のため（28.1%），趣味・歴史等への関心から（18.8%），

自分史などの家族のルーツや事跡発掘のため（17.2%）
＜目的達成の成否＞はい（86.3%），いいえ（3.9%），未記入（9.8%）
＜館を知ったきっかけ＞当館ホームページ（30.6%），

公文書館、史料館、博物館、図書館（19.4%）
＜資料を知ったきっかけ＞来館前にDAを見て（61.3%），

来館前に他の公文書館・図書館、博物館で（9.7%）

２．主な意見、要望等（自由記述欄コメント）

・対応はとても親切でした。2年前に比べてもかなり利用しやすくなっていると思います。
・文書中の「人物名」もサーチ可能ならば、助かります。

・資料が分館所蔵と理解していましたが、分館所蔵の資料は申し込んで本館での閲覧と

いう流れについてのホームページ上の説明がわかりにくく、分館まで出むき初めて、そ

の事がわかりました。

・取扱いに関する注意などがどこにも記されておらず、事前に（検索したときの画面など

に）記載していただけると、ビクビクすることなく資料にふれられると思います。

・閲覧室の利用方法や申込の方法などが1冊にまとまったパンフレットがあると便利かな
と思いました。

・撮影の為の接写スタンドの持込みを許可するか、備えつけの接写台を設置してほしい。

手ブレが生じて効率がとても悪くなるため。

9.8%

23.5%

11.8%
15.7%

23.5%

9.8%

5.9%
0.0%

0.0%

年齢

20歳未満

20代

30代

40代

50代

60代

70代

80歳以上

未記入

54.9%
23.5%

15.7%

2.0%
0.0%

3.9%

来館頻度

初めて

数年に１～２回

年に数回

ほぼ毎月

ほぼ毎週

未記入
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1 利用請求件数 1,707

2 637

3 1,887

① 審査の結果「公開」 1,493

② 審査の結果「部分公開」 393

③ 審査の結果「非公開」 1

4 25

5 515

注　簿冊１件の利用請求に対して分割して利用決定したものが含まれるため、
「利用請求件数」と「前年度からの継続審査件数」の合計と「利用決定件数」、
「利用請求の取り下げ件数」及び「翌年度への継続審査件数」との合計は一致し
ない。

要審査文書の利用請求件数、利用決定件数（令和７年度）

前年度からの継続審査件数

利用請求の取り下げ件数

翌年度への継続審査件数

利用決定件数

【資料15】



御署名原本 606               3,726                              

その他行政文書 439 112,638

押小路家、司法省、内務省等旧蔵資料（和書） 2,430 137,352

昌平坂学問所、高野山釈迦文院、豊後佐伯藩主毛利高標
献上本等旧蔵資料（漢籍）

8,775 698,618

多聞櫓文書 ※ 21,766 92,869

34,016 1,045,203合計

デジタルアーカイブ新規提供画像数概況（令和７年度）

資料名

画像提供状況

該当簿冊数
（冊）

画像数（コマ数）

令和７年度
提供画像数

※令和６年度に作成デジタル化したものを令和７年４月にデジタルアーカイブに登載し画像を提供。

【資料16】



○方法： DAトップページにおけるウェブアンケート

○期間： 令和８年１月９日（金）～２月28日（土） ○回答数：１３７件

• 選択肢中の最多回答（回答数に占める割合）
年齢層 ： 30～49歳 （27%）、 50～69歳 （46%）

DAの利用目的 ： 学術・研究・学業（37%）、趣味・教養(34%)

• 主な機能の満足度（満足・どちらかといえば満足の合計）

検索機能（79%）、画像等閲覧機能（74%）、ダウンロード機能(64%)、

スマホ・タブレット機能（43%） ※右記グラフ参照

• 検索機能に関する主な意見・要望

・利用制限区分「要審査」を条件とした資料検索手段の導入。

・目録情報のダウンロード件数を1,000件より多くしてほしい。

・直感的にできる検索結果の絞り込み。（年代、公開、画像有無等）

・文書内容が検索できる全文検索機能があるととても便利。

• 画像閲覧・ダウンロード機能に関する主な意見・要望

・画像ビューアの全画面表示の改善。ビューワ内のサムネイルから対象画像へ遷移する機能などより使いやすくしてほしい。

・ダウンロードファイル名が番号なので、資料名の一部が入っていると分かりやすい。

• デジタル化に関する主な意見・要望

・今後デジタル画像等の提供を希望する資料 ：（行政文書）鉄道・バス関係、引揚者名簿、教科書と連携した資料等

（内閣文庫）多聞櫓文書、柳営日次記等

• その他の意見・要望のうち主なもの

・新規画像公開時に対象画像を特定したい。デジタル画像等の公開日などのメタデータを出してほしい。

・新規公開資料の背景解説や活用事例の紹介をしてほしい。

・キーワードを充実させるなど、文書の内容まで検索したい。

国立公文書館デジタルアーカイブ（ＤＡ）の利用状況について

アンケート集計結果（概要）

17 

23 

23 

23 

26 

41 

51 

56 

16 

9 

13 

12 

2 

4 

6 

4 

39 

23 

7 

5 

0% 50% 100%

スマホ・タブレット機

能

ダウンロード機能

画像閲覧機能

検索機能

満足 まあ満足 やや不満 不満 使ったことがない

主な機能の満足度（%）
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期間：令和７年４月１日（火）～令和８年２月28日（土） 総ページビュー数：8,872,013

• アクセス傾向 ・・・ 最多のもの（割合または回数）
利用された地域の割合： 国内 53%、海外等 47% （※「海外」のアクセス元不明を含む）
国内（都道府県） ： 東京都（国内からのアクセスの38%（前年度42%））
海外（国） ： 中国 （海外等からのアクセスの71%（前年度 中国86%））
主なアクセス元 ： 検索サイトから（688,821件）、国会図書館提供サイトから（39,396件。うちジャパンサーチから10,658件）、

SNSから（32,021件）、生成AIから（6,286件）

• 「資料を探す」における主なキーワードと検索回数 ※全検索回数 1,364,674回
「江戸幕府日記」 （3,031回）、 「死刑」 （2,617回）、 「本草」 （ 2,451回）、「日本国憲法」（2,389回）、「皇明」（2,358回）

• 「資料を探す」における資料群の階層検索回数（上位３位）

行政文書（検索回数 74,775回） ： ＊内閣・総理府（11,753回）、厚生労働省（8,522回）、内閣官房（8,247回）

司法文書（検索回数 10,465回） ： 裁判文書 （4,229回）、 民事判決原本 （2,345回）、司法行政文書（1,413回）

法人文書（検索回数 8,398回） ： 新規公開（2,009回）、国立公文書館 （1,695回）、経済産業研究所（651回）

内閣文庫（検索回数 111,119回） ： 漢書 （84,371回）、 和書 （22,596回）、 洋書 （4,152回）

寄贈・寄託文書（検索回数 23,615回） ： 新規公開 (4,096回）、飯田家旧蔵文書（1,694回）、井手成三関係文書（1,365回）

• 「主な資料を見る」においてデジタル画像が閲覧されている主な資料名（上位５位）

「明治東京全図」（8,340回）、「紙幣寮前面」（7,693回）、 「日本国憲法」（7,300回）、「大日本帝国憲法」（6,216回）、

「終戦の詔書」（5,742回）

• 「資料を探す」においてデジタル画像が閲覧されている主な資料名（上位５位）

「山海経」（3,409回）、「古今要覧」（2,665回）、

「日本国との平和条約及び関係文書・御署名原本・昭和二十七年・条約第五号」（2,446回）、

「写真週報」（2,248回）、「日清両国媾和条約別約・御署名原本・明治二十八年・条約五月十日」（1,687回）

• 「資料を探す」においてデジタル画像がダウンロードされている主な資料名（上位５件）

「新編武蔵風土記稿」（5,215回）、「源氏物語」（1,450回）、「伊勢参宮名所図会」（1,232回）、「千字文」（1,210回）、

「諸家系図纂」（1,037回）

国立公文書館デジタルアーカイブ（ＤＡ）の利用状況について

アクセスログ解析（概要） 【資料17】



（本館）

1 4 3 館関係者 9
2 8 フランス・ヴォージュ県公文書館長 2 (2)
3 9 館関係者 2
4 10 衆議院事務局 40
5 10 今井政務官 1
6 11 内閣府新規採用職員 60
7 17 ふらっとツアー 8
8 5 1 青山学院大学 14
9 8 ふらっとツアー 12
10 19 皆で楽しく歩こう会 13
11 23 江戸博金曜班 7
12 26 駐日チュニジア共和国特命全権大使 3 (2)
13 28 内閣府行政実務研修員 11
14 29 国立国会図書館総務部支部図書館・協力課 4 (2)
15 6 2 筑波大学大学院人間総合科学学術院 2 (1)
16 4 弥富市立弥富北中学校 6
17 5 ふらっとツアー 15
18 9 龍ヶ崎市役所 2
19 9 リトアニア大統領顧問等 4 (3)
20 10 グループタウンウォッチング 26
21 11 グループタウンウォッチング 26
22 11 東京書籍株式会社 4
23 12 グループタウンウォッチング 25
24 13 全国公文書館長会議 37
25 18 航空自衛隊第3補給処総務課 3
26 19 合同会社ステラウム 1
27 20 全国手漉和紙用具製作技術保存会 15
28 23 会計検査院 2
29 24 伊東内閣府特命担当大臣 1
30 27 東京都公文書館 5
31 30 横浜美術大学修復保存コース 7
32 7 3 航空自衛隊第3補給処総務課 9
33 8 東京大学教養学部 24
34 9 茨城大学大学院教育学研究科 5
35 14 市川学園市川高等学校 15
36 16 東洋美術学校保存修復科 6
37 22 千代田区立麹町小学校PTA会長 1
38 23 新渡戸文化学園中学校高等学校 16
39 24 アーカイブズ・カレッジ 35
40 25 内閣府審議官 1
41 28 見て、ふれて、体験してみよう！親子向け夏の国立公文書館見学ツアー(午前の部) 18
42 28 見て、ふれて、体験してみよう！親子向け夏の国立公文書館見学ツアー(午後の部) 20
43 30 東京大学経済学部今泉ゼミ 4
44 30 富山県立呉羽高等学校 20
45 31 ふらっとツアー 11
46 31 吉祥女子中学・高等学校 26
47 8 1 鹿児島県総務部学事法制課 2
48 4 見て、触れて、体験してみよう！中高生向け夏の国立公文書館見学ツアー(午前の部) 15
49 4 見て、触れて、体験してみよう！中高生向け夏の国立公文書館見学ツアー(午後の部) 16
50 4 茨城県立土浦第一高等学校 1
51 5 財務省主計局 7
52 6 見て、ふれて、体験してみよう！親子向け夏の国立公文書館見学ツアー(追加開催)(午前の部) 8
53 6 見て、ふれて、体験してみよう！親子向け夏の国立公文書館見学ツアー(追加開催)(午後の部) 7
54 8 青山学院横浜英和中学校高等学校 9
55 13 茨城県立土浦第一高等学校 2
56 14 独立行政法人北方領土問題対策協会ほか 3
57 18 東京都立西高等学校 1
58 18 アーカイブズ研修Ⅰ 64
59 22 小学校・中学校・高等学校教員対象　国立公文書館見学ツアー(午前の部) 8
60 22 小学校・中学校・高等学校教員対象　国立公文書館見学ツアー(午後の部) 7
61 25 国立公文書館実習 4
62 26 株式会社ディレクションズ 2
63 26 茨城県立土浦第一高等学校 3
64 26 有志の会 4

見学等人数

括弧内は外国人
見学者数で内数

国立公文書館見学等の状況一覧表（令和7年度）

件数 月 日 団　  体　  等  　名
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65 27 株式会社BatonLinkほか 3
66 28 ふらっとツアー 23
67 29 茨城県立土浦第一高等学校 7
68 29 一般財団法人行政管理研究センター 3
69 29 フランス公文書館 1 (1)
70 9 2 株式会社朝日新聞社 2
71 4 中野区立中央図書館 10
72 5 吉祥女子中学・高等学校 10
73 10 内閣府公文書管理課ほか 10
74 11 株式会社BatonLink 2
75 11 ふらっとツアー 8
76 12 国土交通省・新館建設工事関係者ほか 15
77 19 長崎県総務文書課 2
78 25 豊島区立巣鴨北中学校 3
79 10 3 国立大学法人一橋大学 1
80 7 外務省南部アジア部南東アジア第一課カンボジア班 2 (1)
81 8 航空自衛隊入間基地 20
82 9 航空自衛隊入間基地 20
83 14 常陸太田市社会福祉協議会西小沢支部 21
84 14 北欧３か国視察団 8 (8)
85 15 日経新聞社 2
86 16 ふらっとツアー 8
87 22 総務省行政評価局 10
88 23 光陽社 3
89 23 一般社団法人 日中科学技術文化センター 22 (21)
90 29 宇部市議会総務財政委員会 10
91 30 佐久広域連合 15
92 11 5 有志の会 1
93 6 ふらっとツアー 8
94 13 長崎県総務文書課 3
95 14 群馬県立沼田高等学校 12
96 17 テレビ朝日報道局ニュースセンター 2
97 18 福岡少年鑑別所 1
98 19 駒澤大学法学部 6
99 20 浩志会 12
100 21 光陽社 8
101 21 税務大学校関東信越研修所 27
102 26 早稲田大学漢学研究所 40 (25)
103 26 千代田区立麴町中学校、目黒区立第十中学校 4
104 12 2 埼玉県立松山高等学校 32
105 4 ふらっとツアー 14
106 11 株式会社ワントゥーテン 6
107 18 カザフスタン共和国大統領公文書館 2 (2)
108 23 黄川田大臣 1
109 25 東京科学大学 3 (3)
110 1 19 すみだ北斎美術館 2
111 21 環境省公文書監理官 20
112 22 ふらっとツアー 15
113 23 茨城県庁・茨城県立歴史館 4
114 29 自由学園最高学部(大学部) 7
115 30 駒澤大学キャリアセンター 3
116 2 2 友の会会員のための国立公文書館見学ツアー(午前の部) 9
117 2 友の会会員のための国立公文書館見学ツアー(午後の部) 15
118 3 韓国国立中央図書館 5 (3)
119 5 ふらっとツアー 10
120 6 シンガポール国立図書館 7 (7)
121 13 二松学舎大学文学部歴史文化学科 46
122 16 大学生・大学院生・短期大学生対象国立公文書館見学ツアー(午前の部) 25
123 16 大学生・大学院生・短期大学生対象国立公文書館見学ツアー(午後の部) 25
124 17 ブックセンター・キャンパス 2
125 18 愛媛大学法学部 8
126 3 2 関東地区官庁オープンツアー 10
127 4 ユネスコ記録遺産担当課長 5 (1)
128 9 関東地区官庁オープンツアー 15
129 10 熊本国税局監督評価官室 2
130 12 攻玉社中学・高等学校 23
131 17 市川学園市川中学校 28
132 19 株式会社JR東日本 2
133 19 ふらっとツアー 13

団体等133件（海外15件） 1465 (82)

（分館）
1 6 10 私立岡山高等学校 9

小計
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2 7 28 越谷市民生委員 22
3 8 4 福岡伝習館高等学校 7
4 8 6 土浦第一高等学校 3
5 8 25 岡崎高等学校 30
6 8 27 大学院生研修 5
7 8 27 つくばエキスポセンター 3
8 10 9 産業技術総合研究所 4
9 2 16 日本貿易振興機構アジア経済研究所 1

10 2 17 中小企業庁 3
11 3 13 日本弁護士連合会 10

団体等11件（海外0件） 97 (0)

合計 団体等144件（海外15件） 1,562 (82)

小計

【資料18】



講演会等名称 主催者 開催日 講師等 種別 備考

1
学習院大学アーカイブズ学専攻講義「デ
ジタルアーカイブズⅡ」

学習院大学大学
院人文科学研究
科

4月24日～
5月1日

職員２名 講師

2
厚木市情報公開・個人情報保護・公文書
等管理審査会令和7年度第1回公文書等
管理部会

厚木市 4月24日 職員 委員

3
第5回記録の保存の在り方に関する委員
会

最高裁判所 4月25日 職員 委員

4
厚木市情報公開・個人情報保護・公文書
等管理審査会令和7年度第2回公文書等
管理部会

厚木市 5月16日 職員 委員

5
早稲田大学アーカイブズ学副専攻「アー
カイブズ学概論」

早稲田大学教育・
総合科学学術院

5月21日 職員 講師

6
第6回記録の保存の在り方に関する委員
会

最高裁判所 6月27日 職員 委員

7
令和7年度第1回安曇野市文書館運営審
議会

安曇野市 6月30日 職員 委員

8
令和7年度第1回ISO/TC46国内審議委員
会

情報科学技術協
会

7月2日 職員 委員 Web会議での参加

9
東北大学大学院文学研究科認証アーキ
ビスト養成コース
「アーカイブズ学研究演習」

東北大学大学院
文学研究科

7月3日 職員 講師

10
令和7年度第1回高知県公文書管理委員
会

高知県 7月8日 職員 委員

11
公文書管理における公文書館の必要性
についての調査研究第１回委員会

地方自治研究機
構

7月8日 職員 委員

12
高知県立公文書館職員に対する歴史公
文書等の選別研修

高知県 7月9日 職員 講師

13 愛媛県公文書館アドバイザー 愛媛県 7月11日 職員 委員

14 第1回葛飾区公文書等管理委員会 葛飾区 7月18日 職員 委員

15 防衛省行政文書管理研修 防衛装備庁 7月18日 職員 講師

16
令和7年度第1回ISO/TC46/SC11国内審
議委員会

情報科学技術協
会

7月22日 職員 委員 Web会議での参加

17
令和7年度アーカイブズ・カレッジ
「政府の記録管理」

国文学研究資料
館

8月5日 職員 講師

18
令和7年度第2回高知県公文書管理委員
会

高知県 8月5日 職員 委員

19
高知県立公文書館職員に対する歴史公
文書等の選別研修

高知県 8月6日 職員 講師

20 公文書管理フォーラム（第6回） 内閣府 8月8日 職員 講師 オンライン開催

　　　　　　　　　　　令和７年度講師派遣等実績
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講演会等名称 主催者 開催日 講師等 種別 備考

21 令和7年度環境省公文書管理研修 環境省
8月8日～
9月12日

職員 講師 録画配信

22
令和7年度第1回つくば市公文書管理推
進会議

つくば市 8月20日 職員 委員

23
第14回公益財団法人特別区協議会・東
京都公文書館共催セミナー

東京都公文書館
公益財団法人特
別区協議会

8月27日 職員 講師

24 第25回長野県公文書審議会 長野県 8月27日～28日 職員 委員

25 第2回葛飾区公文書等管理委員会 葛飾区 8月29日 職員 委員

26 第11回鹿児島県公文書管理委員会 鹿児島県 9月11日 職員 委員 Web会議での参加

27
学習院大学アーカイブズ学専攻講義「記
録アーカイブズ研究Ⅰ」

学習院大学大学
院人文科学研究
科

9月23日～
1月13日

職員 講師

28 気象庁公文書管理研修 気象庁 9月29日 職員 講師 オンライン開催

29 第26回長野県公文書審議会 長野県 10月3日 職員 委員

30
厚木市情報公開・個人情報保護・公文書
等管理審査会令和7年度第3回公文書等
管理部会

厚木市 10月3日 職員 委員

31
学習院大学アーカイブズ学専攻講義
「アーカイブズ管理研究Ⅱ」

学習院大学大学
院人文科学研究
科

10月10日、24
日、11月7日

職員３名 講師

32
令和7年度中国・四国地区文書館等職員
連絡会議

岡山県立記録資
料館

10月17日 職員 講師

33
令和7年度市町村公文書管理担当者研
修会

茨城県立歴史館 10月24日 職員 講師

34
厚木市情報公開・個人情報保護・公文書
等管理審査会令和7年度第4回公文書等
管理部会

厚木市 10月27日 職員 委員

35
令和7年度第2回練馬区図書館専門員研
修

練馬区立光が丘
図書館

10月27日 職員 講師

36 第27回長野県公文書審議会 長野県 10月30日 職員 委員

37 第12回鹿児島県公文書管理委員会 鹿児島県 11月4日 職員 委員 Web会議での参加

38
公文書管理における公文書館の必要性
についての調査研究第2回委員会

地方自治研究機
構

11月18日 職員 委員

39
中央大学大学院アーキビスト養成プログ
ラム「アーカイブズ法制論」

中央大学
大学院文学研究
科

11月18日～
12月9日

職員５名 講師

40
厚木市情報公開・個人情報保護・公文書
等管理審査会令和7年度第5回公文書等
管理部会

厚木市 11月9日 職員 委員 書面開催
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講演会等名称 主催者 開催日 講師等 種別 備考

41
東北大学大学院文学研究科認証アーキ
ビスト養成コース
「アーカイブズ学特論」

東北大学大学院
文学研究科

11月27日 職員 講師

42 第36回保存フォーラム 国立国会図書館 12月4日 職員 講師

43
厚木市情報公開・個人情報保護・公文書
等管理審査会令和7年度第6回公文書等
管理部会

厚木市 11月21日 職員 委員

44
厚木市情報公開・個人情報保護・公文書
等管理審査会令和7年度第7回公文書等
管理部会

厚木市 12月7日 職員 委員 書面開催

45
東京弁護士会「事件記録等の特別保存
制度の運用に関する検討ワーキングチー
ム」勉強会

東京弁護士会 12月10日 職員 講師

46
令和7年度第2回安曇野市文書館運営審
議会

安曇野市 12月11日 職員 委員 Web会議での参加

47
学芸員資格関係科目「博物館資料保存
論」

弘前学院大学 12月12日 職員２名 講師 オンライン開催

48 歴史公文書の移管 研修会
小平市中央図書
館

12月16日 職員 講師

49
令和7年度第2回つくば市公文書管理推
進会議

つくば市 12月17日 職員 委員

50
厚木市情報公開・個人情報保護・公文書
等管理審査会令和7年度第8回公文書等
管理部会

厚木市 12月18日 職員 委員

51
公文書管理条例検討ワーキング・グルー
プ

長崎県 12月23日 職員 講師 オンライン開催

52 第13回鹿児島県公文書管理委員会 鹿児島県 12月24日 職員 委員 Web会議での参加

53 令和7年度内閣府公文書管理研修会 内閣府 12月24日 職員 講師

54 第1回静岡県公文書等管理審査会 静岡県 12月25日 職員 委員

55
令和7年度福井県文書館アドバイザー会
議

福井県文書館 1月23日 職員 委員 Web会議での参加

56
第3回宇都宮市歴史公文書制度導入懇
談会

宇都宮市 1月29日 職員 委員

57
令和7年度第1回高知市公文書管理委員
会

高知市 1月30日 職員 委員

58
令和7年度第3回高知県公文書管理委員
会

高知県 2月3日 職員 委員

59
公文書管理における公文書館の必要性
についての調査研究第3回委員会

地方自治研究機
構

2月3日 職員 委員

60 第28回長野県公文書審議会 長野県 2月6日 職員 委員

61
第1回栃木県「文化と知」の創造拠点整備
運営事業者選定委員会

栃木県 2月9日 職員 委員

【資料19】



講演会等名称 主催者 開催日 講師等 種別 備考

62
令和7年度第2回高知市公文書管理委員
会

高知市 2月9日 職員 委員

63 第14回鹿児島県公文書管理委員会 鹿児島県 2月16日 職員 委員 Web会議での参加

64
令和7年度第3回高知市公文書管理委員
会

高知市 2月18日 職員 委員

65 令和7年度行政文書管理研修 経済産業省 2月18日 職員 講師 オンライン開催

66 法務省行政文書管理研修 法務省
2月19日～
3月31日

職員 講師 録画配信

67
令和7年度原子力規制委員会行政文書
管理研修

原子力規制委員
会

2月20日 職員 講師

68
令和7年度第4回高知市公文書管理委員
会

高知市 2月27日 職員 委員

69
令和7年度第5回高知市公文書管理委員
会

高知市 3月3日 職員 委員

70
厚木市情報公開・個人情報保護・公文書
等管理審査会令和7年度第9回公文書等
管理部会

厚木市 3月9日 職員 委員 書面開催

71
令和7年度第3回つくば市公文書管理推
進会議

つくば市 3月10日 職員 委員

72 学士会主催「ハイブリッド　夜講演会」
一般社団法人学
士会

3月10日 職員 講師

73
2025年度第2回「自然科学系アーカイブズ
研究会」

自然科学研究機
構核融合科学研
究所

3月11日 職員 講師

74 女性アーカイブセンター資料選定委員会
国立女性教育会
館

3月12日 職員 委員 Web会議での参加

75
第7回記録の保存の在り方に関する委員
会

最高裁判所 3月16日 職員 委員

76
厚木市情報公開・個人情報保護・公文書
等管理審査会令和7年度第10回公文書
等管理部会

厚木市 3月19日 職員 委員

77 第29回長野県公文書審議会 長野県 3月25日 職員 委員 Web会議での参加

78
令和7年度第2回ISO/TC 46国内審議委
員会

情報科学技術協
会

3月30日 職員 委員 Web会議での参加

79
令和7年度第2回ISO/TC 46/SC11国内
審議委員会

情報科学技術協
会

3月31日 職員 委員 Web会議での参加

【資料19】



 
 

研修計画（公文書管理研修）〈令和７年度〉                           令和７年３月２８日 国立公文書館 

研修名 
公文書管理研修Ⅰ 

（初任者研修） 

公文書管理研修Ⅱ 

（実務担当者研修） 

期間 各回１日間 各回２日間 

日程 

【行政機関向け】 

・２回開催 

 第１回  ５月２２日 

 第２回 １０月２８日 

【独法等向け】 

・２回開催 

 第１回  ５月２３日 

 第２回 １０月２９日 

【行政機関、独法等（共通）向け】 

・２回開催 

 第１回  ６月２４日・２５日 

 第２回 １１月２６日・２７日 

定員 オンライン配信（定員無し）＋各回会場 80名 

研修内

容 

公文書管理法の概要の理解、保存期間満了時の措置の設定等に関する基本的な事項 

 

○公文書管理法、行政文書の管理に関するガイドライン 

○保存期間満了時の措置の設定、廃棄協議 

 

 

公文書等の管理に関する法律を始めとする関連法

令の理解、公文書等の管理、保存及び利用に関する

専門的な事項 

 

○行政文書管理上の課題 

○電子公文書管理・情報システム等 

○情報公開 

○紙文書等の保存管理、移管 

対象 

国及び独立行政法人等の文書管理実務の担当者、各府省 CRO室の職員 

文書管理実務における初任者 

公文書管理研修Ⅰを受講した者又は同等の知識を

有する者で、文書主管課等の文書管理に係る主導的

な役割を担う者 

その他 
１ オンライン配信は、東京での集合型研修を、インターネット同時配信により実施。 

２ 各府省等が実施する研修又は復習用の教材として、オンライン配信した講義動画をアーカイブ動画等で提供予定。 
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研修計画（アーカイブズ研修）〈令和７年度〉                          令和７年３月２８日 国立公文書館 

研修名 
アーカイブズ研修Ⅰ 

（基礎コース） 

アーカイブズ研修Ⅱ 

（テーマ別実践コース） 

アーカイブズ研修Ⅲ 

（専門職員養成コース） 

期間 ５日間 最大３日間 ５日間×３回 

日程 ８月１８日（月）～２２日（金） 適宜 

(前期） ９月８日（月） ～１２日（金） 

(中期）１０月６日（月） ～１０日（金） 

(後期) １１月１０日（月）～１４日（金） 

論文提出期限 令和８年１月３０日（金） 

定員 １２０名 適宜 ４０名 

目的 
「アーキビストの職務基準書」が示す基礎的知

識の習得 

「アーキビストの職務基準書」が示す個別の

知識・技能の向上 

「アーキビストの職務基準書」が示す専門的知

識の習得 

研修 

内容 

公文書館制度や実務に関する基本的な研修 

○公文書等に係る基本法令 

○アーカイブズに関する基本的な理論及び方法論 

○資料保存 

○デジタル化・電子文書・情報システム等 

○上記テーマに関する討論 

特定のテーマに関する講義や共同研究、実習に

よる発展的研修 

公文書館等において中核的役割を担う専門職員を

養成するための研修 

○公文書等の管理・保存・利用 

○所蔵資料及び目録 

○情報公開等関係法令 

○保存修復及び保存科学 

○情報化・デジタル化等 

○アーカイブズ機関の事例研究 

対象 

・公文書館等の職員 

・国及び独立行政法人等の文書管理実務の担当者 

・地方公共団体の文書主管課等の職員 

・公文書館等の職員 

・公文書館等の職員 

・国及び独立行政法人等の文書管理実務の担当者 

・地方公共団体の文書主管課等の職員 

主に公文書館等における初任者 現に実務に従事している者 

・アーカイブズ研修Ⅰを受講した者又は公文書管

理研修Ⅰ及びⅡを受講した者で、公文書館等の専

門職員又は文書主管課等の文書管理に係る専門人

材としての役割を担う者（論文執筆経験があるこ

とが望ましい） 

その他 

・オンライン配信での受講も可とする。 

 

 ・所定の講義を履修し、修了研究論文の審査に合

格して修了となる。 

・３年度以内の分割履修を認める。 

・修了研究論文は必修（令和５年度以前に受講開

始した者を除く）。 
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研修計画（認証アーキビストセミナー）〈令和７年度〉 

令和７年９月８日 国立公文書館 

 

研修名 認証アーキビストセミナー 

期間 半日間 

日程 令和８年２月 

定員 適宜 

目的 認証アーキビストに求められる知識・技能等の更新 

研修 

内容 

認証アーキビストとしての専門性の向上を図り、参加者同士の交流と学び合

いを促進するための研修 

○特定のテーマに関する講演 

○認証アーキビストによる報告及びグループ討論 

対象 個人（認証アーキビストの認証を受けている者又は過去に認証を受けた者） 

その他 

オンライン開催とする。 
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研修計画（公文書管理研修）〈令和８年度〉                           令和８年３月３０日 国立公文書館 
 

研修名 
公文書管理研修Ⅰ 

（初任者研修） 

公文書管理研修Ⅱ 

（実務担当者研修） 

期間 各１日間 ２日間 

日程 
【行政機関向け】 

令和８年 ５月２０日 

【独法等向け】 

令和８年 ５月２１日 

【行政機関、独法等（共通）向け】 

令和８年 ６月２４日・２５日 

定員 定員無し 

研修内

容 

公文書管理法の概要の理解、保存期間満了時の措置の設定等に関する基本的な事項 

 

○公文書管理法、行政文書の管理に関するガイドライン 

○保存期間満了時の措置の設定、廃棄協議 

 

 

公文書等の管理に関する法律を始めとする関連法令の理解、 

公文書等の管理、保存及び利用に関する専門的な事項 

 

○行政文書管理上の課題 

○電子公文書管理・情報システム等 

○情報公開 

○紙文書等の保存管理、移管 

対象 

国及び独立行政法人等の文書管理実務の担当者、各府省 CRO室の職員 

文書管理実務における初任者 
公文書管理研修Ⅰを受講した者又は同等の知識を有する者

で、文書主管課等の文書管理に係る主導的な役割を担う者 

その他 
１ オンライン開催とする。 

２ 各府省等が実施する研修又は復習用の教材として、オンライン配信した講義動画をアーカイブ動画等で提供予定。 
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研修計画（アーカイブズ研修）〈令和８年度〉                          令和８年３月３０日 国立公文書館 
 

研修名 
アーカイブズ研修Ⅰ 

（基礎コース） 

アーカイブズ研修Ⅱ 

（テーマ別実践コース） 

アーカイブズ研修Ⅲ 

（専門職員養成コース） 

期間 ５日間 最大３日間 ５日間×３回 

日程 令和８年８月１７日（月）～２１日（金） 適宜 

(前期） 令和８年  ９月７日（月） ～１１日（金） 

(中期） 令和８年１０月５日（月）～ ９日（金） 

(後期)  令和８年１１月９日（月）～１３日（金） 

論文提出期限 令和９年１月３１日（日） 

定員 １２０名 適宜 ４０名 

目的 
「アーキビストの職務基準書」が示す基礎的知識

の習得 

「アーキビストの職務基準書」が示す個別の知

識・技能の向上 

「アーキビストの職務基準書」が示す専門的知識

の習得 

研修 

内容 

公文書館制度や実務に関する基本的な研修 

○公文書等に係る基本法令 

○アーカイブズに関する基本的な理論及び方法論 

○資料保存 

○デジタル化・電子文書・情報システム等 

○上記テーマに関する討論 

特定のテーマに関する講義や共同研究、実習に

よる発展的研修 

公文書館等において中核的役割を担う専門職員を

養成するための研修 

○公文書等の管理・保存・利用 

○所蔵資料及び目録 

○情報公開等関係法令 

○保存修復及び保存科学 

○情報化・デジタル化等 

○アーカイブズ機関の事例研究 

対象 

・公文書館等の職員 

・国及び独立行政法人等の文書管理実務の担当者 

・地方公共団体の文書主管課等の職員 

・公文書館等の職員 

・公文書館等の職員 

・国及び独立行政法人等の文書管理実務の担当者 

・地方公共団体の文書主管課等の職員 

主に公文書館等における初任者 現に実務に従事している者 

・アーカイブズ研修Ⅰを受講した者又は公文書管

理研修Ⅰ及びⅡを受講した者で、公文書館等の専

門職員又は文書主管課等の文書管理に係る専門人

材としての役割を担う者（論文執筆経験があるこ

とが望ましい） 

その他 

・オンライン開催とする。 

 

 ・対面開催とする。 

・所定の講義を履修し、修了研究論文の審査に合

格して修了となる。 

・３年度以内の分割履修を認める。 

・修了研究論文は必修 
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研修計画（認証アーキビストセミナー）〈令和８年度〉                      令和８年３月３０日 国立公文書館 
 

研修名 認証アーキビストセミナー 

期間 半日間 

日程 適宜 

定員 適宜 

目的 認証アーキビストに求められる知識・技能等の更新 

研修 

内容 

認証アーキビストとしての専門性の向上を図り、参加者同士の交流と学び合いを促進するための研修 

○特定のテーマに関する講演 

○認証アーキビストによる報告及びグループ討論 

対象 個人（認証アーキビストの認証を受けている者又は過去に認証を受けた者） 

その他  
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アジア歴史資料センター諮問委員会 

 

開催実績（令和７年度） 

 

第６１回 令和７年１０月９日（木） ※ハイブリッド形式（オンライン形式及び対面形式） 

議題 

① アジア歴史資料センターの今後のビジョンに関する提言（Vision2030） 

・検討状況概要 

② 国際業務（EASTICA出張等） 

③ 目録英訳 

④ 高校教育 

⑤ 広報活動の紹介 

      ・インターネット特別展（戦後８０周年企画）の紹介 

      ・ニューズレターの紹介 

      ・YouTubeチャンネルの紹介 

   ・ホームページ・データベース アクセス分析 

 

第６２回 令和８年３月５日（木） ※ハイブリッド形式（オンライン形式及び対面形式） 

議題 

① アジア歴史資料センターの今後のビジョンに関する提言（Vision2030） 

     ・検討状況概要 

② 目録公開状況等 

     ・令和６年度末提供分の目録公開状況 

     ・令和７年度末提供資料 

     ・アジア歴史資料センターへの資料提供状況・予定 

③ 目録英訳 

     ・目録英訳の現状 

④ 高校教育 

     ・アジ歴ラーニングの拡充 

     ・オンラインセミナー（教育）の実施報告 

⑤ 広報活動の紹介 

     ・広報戦略 

     ・ＨＰ改訂 

     ・インターネット特別展「昭和１００年」の開催予定 

     ・ニューズレターの発行予定 
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委員名簿 （50音順） 

委員長 赤木 完爾 慶応義塾大学名誉教授 

委員  浅野 豊美 早稲田大学大学院教授 

委員      上田 薫     スタンフォード大学フーヴァー研究所キュレーター 

委員  黒沢 文貴 東京女子大学名誉教授 

委員  古賀 崇 天理大学教授 

委員  篠原 初枝 早稲田大学大学院教授 

委員      中村 元哉    東京大学大学院教授 

委員  松重 充浩 日本大学教授 
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アジア歴史資料センターデータ検証委員会 

 

開催実績（令和６年度） 

 

第５５回 令和６年６月３日（月） ※オンライン開催 

議題 

「英訳データ」の検証 

 

第４８回 令和７年３月６日（木） ※オンライン開催 

議題 

「英訳データ」の検証 

 

委員名簿 （50音順） 

委員  小川原 正道              慶應義塾大学教授 

委員  クリストファー W.A. スピルマン  帝京大学元教授 

委員  黒沢 文貴               東京女子大学名誉教授 

委員長 庄司 潤一郎           防衛省防衛研究所研究顧問 

委員  等松 春夫               防衛大学校教授 
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アジ歴ニューズレター概要（第４７号～４９号） 

 

 

号数 配信日 内容 

４７ 令和７年 

５月２７日 

特集（１） 

  日本海海戦の“前哨戦”～バルチック艦隊と外交官たちの情報収

集～ 

特集（２） 

「日本海海戦」と沖ノ島 

特集（３） 

  「松山水曜会記事」から見たロシア兵捕虜の実態 

新規コンテンツのお知らせ 

  「アジア歴史資料ラーニング－デジタル資料で学ぶ日本とアジア 

  －」新規コンテンツ試行版の公開 

編集後記 

 

４８ 令和７年 

８月１５日 

特集（１） 

  国立公文書館 令和 7年度「国際アーカイブズ週間」記念講演会 

  《講演概要》  「終戦を記録する」 

特集（２） 

  陸軍の事例に見る「終戦前後の文書焼却」 

新規公開資料のお知らせ 

  －スタンフォード大学フーヴァー研究所（2025年 4月 18日公開資 

  料） 

編集後記 

 

４９ 令和８年 

３月３１日 

特集 

外務省提供の「戦後外交記録」の紹介（２） 

【附録】外務省提供の「戦後外交記録」目録 

お知らせ 

  アジア歴史資料センター・ウェブサイトリニューアル 

お知らせ 

  国立公文書館アジア歴史資料センター・データベース更新 

新規公開資料のお知らせ 

－防衛省防衛研究所（2025年 11月 25日公開資料） 

－外務省外交史料館（2025年 12月 23日公開資料） 
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－スタンフォード大学フーヴァー研究所（2025年 1月 29日公開資 

    料） 

－国立公文書館（2026年 3月 18日公開資料） 

報告 

  新規公開コンテンツのご紹介 

報告 

  デジタルアーカイブジャパン・アワード受賞 

対外活動報告 

  EASTICA（国際公文書館会議東アジア地域支部）総会参加 

開催期間イベント情報 

  国立公文書館・特別展 昭和１００年特別展「昭和の日本人と 

  フロンティア－南極・深海・宇宙への挑戦」について 

編集後記 
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絵葉書 特別展目録・図録等

商　　　品　　　名 販 売 数 単　価 売上金額 商　　　品　　　名 販 売 数 単　価 売上金額

絵はがき単品 3,408 150 511,200 図録（昭和の日本人とフロンティア） 77 1000 77,000

長はがき（日本国憲法） 273 150 40,950 図録（終戦） 1,911 1000 1,911,000

長はがき（大日本帝国憲法） 224 150 33,600 図録（書物がひらく泰平） 751 800 600,800

長はがき（終戦の詔書） 535 150 80,250 図録（お札に描かれた人物） 217 800 173,600

小計 666,000 図録（夢みる光源氏） 102 800 81,600

クリアファイル 図録（大正時代） 202 800 161,600

商　　　品　　　名 販 売 数 単　価 売上金額 図録（1964 高度成長と東京オリンピックの時代） 134 800 107,200

クリアファイル（平成） 47 300 14,100 図録（行幸） 141 800 112,800

クリアファイル（令和） 276 300 82,800 図録（誕生 日本国憲法）復刻版 835 1,000 835,000

クリアファイル（平成・令和セット） 990 500 495,000 図録（徳川家康）復刻版 164 500 82,000

クリアファイル（花押） 692 400 276,800 小計 4,142,600

クリアファイル（鎧の着方） 286 400 114,400 その他

ダブルポケットファイル（鉄道図） 127 500 63,500 商　　　品　　　名 販 売 数 単　価 売上金額

ダブルポケットファイル（博物図） 259 500 129,500 一筆箋（小野小町） 130 500 65,000

クリアファイル（和菓子） 177 300 53,100 テーブルマット（紫式部日記画巻） 37 800 29,600

ダブルポケットファイル（うつろ舟） 497 400 198,800 ブックカバー（大正大礼） 91 1,000 91,000

小計 1,428,000 マスキングテープ（桜町殿行幸図） 143 700 100,100

他機関販売 トートバッグ（博物図） 146 2,000 292,000

内　　　容 販 売 数 単　価 売上金額 スマホクリーナー（和菓子） 180 500 90,000

他機関における販売 - - 362,990 小計 667,700

小計 362,990 合計 7,267,290

物販実績一覧表（令和７年度）
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館職員の研修受講実績一覧（令和７年度）

１．館主催研修
開催日 参加職員数

5月23日 6名
6月24日～25日 10名

10月29日 7名
11月26日～27日 3名
8月18日～22日 9名
2月5日～6日 8名

9月8日～12日
10月6日～10日
11月10日～14日

4名

47名
２．外部機関研修

研修名 実施機関 開催日

新しく採用された職員のための研修パッケージ（４月期） 人事院事務総局 eラーニング 6名
新しく採用された職員のための研修パッケージ（７月期） 人事院事務総局 eラーニング 1名
新しく採用された職員のための研修パッケージ（10月期） 人事院事務総局 eラーニング 1名
新しく採用された職員のための研修パッケージ（１月期） 人事院事務総局 eラーニング 1名

関東地区係長研修 人事院関東事務局 8月27日～29日 1名
関東地区係長研修 人事院関東事務局 1月28日～30日 1名

関東地区キャリア支援研修30 人事院関東事務局 9月18日 1名
関東地区課長補佐研修 人事院関東事務局 11月5日～7日 1名

本府省「生涯設計セミナー40」 人事院事務総局 11月14日 1名

本府省「生涯設計セミナー50」 人事院事務総局 11月17日～18日 1名

デジタル庁
（情報システム統一研修）

6月12日 2名

デジタル庁
（情報システム統一研修）

9月8日 1名

デジタル庁
（情報システム統一研修）

11月17日～18日 1名

2名関東地区新採用職員研修 人事院関東事務局 4月7日～9日

研修名
公文書管理研修Ⅰ（第１回）
公文書管理研修Ⅱ（第１回）
公文書管理研修Ⅰ（第２回）

アーカイブズ研修Ⅰ

アーカイブズ研修Ⅲ

アーカイブズ研修Ⅱ

公文書管理研修Ⅱ（第２回）

本府省「生涯設計セミナー40」 人事院事務総局 1月26日 2名

本府省「生涯設計セミナー50」 人事院事務総局 2月26日 2名

IT調達と発注管理

情報システム新任者
デジタル庁

（情報システム統一研修）
7月24日 2名

デジタル庁
（情報システム統一研修）

8月4日 3名サービスデザイン基礎
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業務の見直しと調達の計画 デジタル庁
（情報システム統一研修）

9月17日 1名

サービスデザインワークショップ研修 デジタル庁
（情報システム統一研修）

10月17日 1名

情報システム入門 デジタル庁
（情報システム統一研修）

eラーニング 31名

業務改革（BPR）研修 デジタル庁
（情報システム統一研修）

eラーニング 1名

電子決裁システム（EASY）操作研修 デジタル庁
（情報システム統一研修）

eラーニング 1名

GCIベーシック～ゼロから学べるデータサイエンス入門 東京大学 2月～3月 1名
都道府県著作権事務担当者講習会 文化庁 5月19日 8名

文化財修復技術者のための科学知識基礎研修 東京文化財研究所 9月30日～10月2日 1名
近代歴史資料の保存・修理に関する研究協議会 文化庁 11月27日 1名

118名
３．館内研修

開催日 参加職員数
4月1日～4日 42名

6月16日 19名
新規採用等職員研修

人事評価研修

研修名

2名

デジタル・ガバメント基礎

プロジェクト管理研修 デジタル庁
（情報システム統一研修）

eラーニング 3名

ＡＩリテラシー／ＡＩ研修 デジタル庁
（情報システム統一研修）

eラーニング 7名

3名

eラーニング 4名

6名デジタル庁
（情報システム統一研修）

eラーニング

4名

公文書管理・情報公開・個人情報保護 デジタル庁
（情報システム統一研修）

eラーニング 3名

「デジタル・ガバメント推進標準ガイドライン」解説 デジタル庁
（情報システム統一研修）

eラーニング 3名

ExcelVBAを活用した業務効率化（法令協議連絡調整事務編）
デジタル庁

（情報システム統一研修）
eラーニング 2名

GSS環境下でのツール解説～Power Automate を使った業務効率化～
デジタル庁

（情報システム統一研修）

デジタル庁
（情報システム統一研修）

サービスデザイン関連ガイドライン（デジタル社会推進標準ガイドライン群）勉強会 デジタル庁 3月11日

トラブルにならないための調達仕様書作成上のポイント～弁護士の視点から～
デジタル庁

（情報システム統一研修）
9月30日

情報セキュリティ基礎

情報セキュリティ入門 デジタル庁
（情報システム統一研修）

eラーニング

eラーニング

2名

情報セキュリティ運用 デジタル庁
（情報システム統一研修）

11月27日～28日 3名
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10月14日 3名
10月21日 13名
10月29日 15名
1月16日 7名

eラーニング 188名
eラーニング 28名
eラーニング 71名

386名
Microsoft Copilot 活用研修

新規採用等職員フォローアップ研修
新規採用等職員分館見学
キャリアデザイン研修

管理職向け研修
ハラスメント防止研修
マニュアル作成研修
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